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分野別の施策の展開 

各分野にまたがる基盤整備・地域づくり 

 

第４章  環境の保全に関する施策展開の方向 

 

 

１ 環境の保全に関する施策の体系 

 

環境の将来像を実現するため、4つの環境分野とそれぞれに共通する分野ごとに基本目標を設定し、施策

展開の方向を示します。 

 

    環境の将来像                                  基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県
民
み
ん
な
で
つ
く
る 
人
と
自
然
が
共
生
す
る
豊
か
で
美
し
い
香
川 

１ 環境を守り育てていくための人づく

り、地域づくりの推進 

３ 環境への負荷を低減させる質の高い

循環型社会の形成 

４ 自然に親しみ、自然とともに生きる

地域づくりの推進 

５ 安全で安心して暮らせる、快適な生

活環境の保全 

地球環境分野 

資源循環分野 

自然環境分野 

生活環境分野 

２ 地域から取り組む地球環境の保全 
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1-1 環境教育・環境学習の充実 

1-3 多様な主体による環境保全活動の促進 

2-1 地球温暖化対策の推進 

3-1 循環型社会づくりの推進 

4-1 生物多様性の保全 

3-3 水循環の促進 

4-2 有害鳥獣対策と外来種対策の推進 

4-3 農地等の保全と持続的活用 

5-2 水環境、土壌・地盤環境の保全 

5-1 大気環境の保全 

5-3 騒音・振動・悪臭・化学物質対策などの 

   推進  

5-4 うるおいのある快適な地域づくり 

1-1-1 環境教育・環境学習の基盤整備 

1-1-2 学校における環境教育の推進 

1-1-3 幅広い場における環境学習の推進 

3-1-1 ２Ｒ(リデュース、リユース)の推進 

3-1-2 リサイクルの推進 

2-1-1 省エネルギー行動の拡大 

2-1-2 再生可能エネルギーの導入促進 

2-1-3 低炭素型まちづくりの推進 

2-1-4 森林整備と都市緑化の推進 

2-1-5 ＣＯ₂以外の温室効果ガス対策の推進 

1-3-1 県民・事業者・民間団体の自主的取組みの促進 

1-3-2 各主体との連携・協働による取組みの推進 

3-3-1 水の循環利用等の促進 

3-3-2 節水の意識の高揚とその促進 

4-2-1 有害鳥獣対策の拡充 

4-2-2 特定外来生物の防除 

4-2-3 外来種対策の推進と普及啓発 

4-1-1 各主体の連携による取組みの推進 

4-1-2 希少野生生物の保護 

4-1-3 野生鳥獣の保護管理 

5-1-1 監視の実施及び県民への情報提供 

5-1-2 大気汚染物質の発生源対策の推進 

4-3-1 農地等の保全と持続的活用 

5-2-1 監視の実施及び県民への情報提供 

5-2-2 水質汚濁発生源対策の推進 

5-2-3 水環境の保全対策の推進 

5-2-4 土壌・地盤環境の保全対策の推進 

5-3-1 騒音・振動・悪臭防止対策の推進 

5-3-2 化学物質対策などの推進 

5-4-1 景観、自然に配慮した快適空間の充実 

5-4-2 歴史的・文化的環境の保全と活用 

5-4-3 適正な土地利用の調整 

■各分野にまたがる基盤整備・地域づくり 

■資源循環分野 

■自然環境分野 

■生活環境分野 

3-2 廃棄物の適正処理の推進 3-2-1 廃棄物の適正処理の推進 

■地球環境分野 

1-2 里海づくりの推進 1-2-1 里海づくりの普及拡大 

1-2-2 里海・里山の保全と持続的活用 

施策区分 
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２ 施策の展開 

  

  第４章では、環境の現状と課題、施策の方向等を示しています。また、施策の進捗状況や環境の現状を 

 定量的に把握・評価するため、80項目の環境指標を設定しています。 

 

第１節 環境を守り育てていくための人づくり、地域づくりの推進 

 

1-1 環境教育・環境学習の充実 

 

 現状と課題                                             

 

○ 国では、平成23年度に、国連「持続可能な開発のための教育の10年（国連ESDの10年）」の動きを踏ま

え、改正法である「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」を公布し、地方公共団体の環境

教育等の推進に関する行動計画を作成するよう努めるものとするとともに、環境保全活動や行政・企業・民

間団体等の協働の重要性を明記しています。 

○  県では、環境キャラバン隊の派遣や夏休みを利用した親子向けの講座等に加え、様々な授業ですぐに活

用できる教材である「さぬきっ子環境スタディ」を平成 24 年度から開発し、現在多くの小・中学校で活用

されています。 

○  しかし、県政世論調査の結果では、「環境学習に関する行政の取組み」について、６割以上の人が重要と

考えていますが、満足している人は２割以下にとどまっています。 

○  環境教育・環境学習等の人づくりは、環境に関する様々な取組みの基本となるものであり、環境教育・環

境学習を更に充実させることが重要な課題となっています。 

○ 環境教育・環境学習に取り組む人づくり、場づくりの推進に取り組むため、学校における環境教育の充実、

学校以外の幅広い場において子どもから大人まで環境学習機会の充実を図っていく必要があります。 

 

 施策の体系                                             

 

  

 

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

1-1-1 環境教育・環境学習の基盤整備 

  ア）環境教育・環境学習による人づくりと機会の提供 

    ○ 環境教育は環境に関する様々な取組みの基本となるものであり、県民の環境問題に対する意識を高

め、環境保全活動に自主的に取り組むことのできる人づくりを進めるため、学校、家庭、職場、地域

などの様々な場において子どもから大人まで県民みんなが環境学習をできる機会を充実させます。 

 

 

1-1-3 幅広い場における環境学習の推進 

1-1 環境教育・環境学習の充実 1-1-1 環境教育・環境学習の基盤整備 

1-1-2 学校における環境教育の推進 
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  イ）様々な主体による環境学習ネットワークの構築 

    ○ 環境教育・環境学習をより発展的、効果的に展開するため、民間団体、企業、学校、行政等の各主

体がそれぞれの得意分野を生かしながら、連携・協働して活動を展開できるよう、団体交流会の開催

等をはじめ相互交流や情報提供が可能になるような場を提供するなどして、ネットワーク化を進めま

す。 

  ウ）指導者育成と人材の活用 

    ○ 環境教育・環境学習の担い手となる指導者の指導技術の向上と指導者数の増加を図るため、人材育

成講座や研修会を充実させ、学習者側のニーズに応じて、指導者の能力を発揮できるような場を整備

していきます。 

  エ）環境学習プログラム等の開発 

    〇 環境教育・環境学習を体系的、効果的に行うため、香川の身近な環境を生かした環境学習プログラ

ムや教材の研究開発を行います。 

  オ）環境教育・環境学習に関する情報の効果的な提供 

   〇 県民の環境への関心を高め環境学習に参加しやすい雰囲気を作るため、各団体の活動の情報を集約

し、ホームページの充実などにより効果的な情報発信を行います。 

1-1-2 学校における環境教育の推進 

  ア）環境教育・教員研修の実施 

   ○ 各教科や総合的な学習の時間などにおいて環境教育を行い、児童生徒の環境に対する意識を高め、

主体的な行動を促すとともに、各学校の実情に応じた環境教育や学習活動が取り組めるよう、教育関

係機関と連携した環境教育の充実を図ります。また、これら児童生徒の指導的立場にある教職員に対

する研修の充実を図ります。 

  イ）児童生徒による自発的な環境保全活動の推進 

   ○ 節電、節水、ごみの分別、リサイクルなど資源の有効活用に積極的に取り組む教育活動の推進を通

して、環境を大切にし、より良い環境づくりや環境の保全に配慮した望ましい行動をとることができ

る児童生徒を育てます。 

  ウ）環境学習教材「さぬきっ子環境スタディ」の充実 

    ○ 学校における環境教育を充実させるため、環境学習プログラム・教材開発研究会において香川県の

特性やデータを活用して開発・作成した県独自の環境学習教材「さぬきっ子環境スタディ」に新たな

テーマを加えるなどより充実させ、一層の活用を図ります。 

エ）教員に対する環境データ、環境学習教材の提供 

〇 教員が環境教育を行う上で、環境に関する正確な情報・データや環境学習教材を容易に入手できる

ように、ホームページ等を活用した情報共有システムを構築します。 

1-1-3 幅広い場における環境学習の推進 

  ア）家庭・職場・地域における環境学習の推進 

    〇 家庭、職場、地域等のあらゆる場において環境について学ぶ機会を提供するため、環境学習プログ

ラムや出前講座などの各活動を充実させ、県民が身近な場所で気軽に環境学習を行えるよう努めます。 

   イ）子どもから大人まで幅広い世代における環境学習の充実 

    ○ 日常生活から環境に対する取組みのできる人づくりのため、子どもから大人までそれぞれのニーズ

に応じた環境学習の機会を提供することで、県民参加の促進を図ります。 

    ○ 環境の様々な分野で新たな人材育成の取組みを始めます。 

      ・「かがわ里海大学」（仮称） 

      ・「みどりの生涯学習制度」（仮称） 

      ・「かがわナチュラルリサーチャー養成塾」（仮称） 
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 関連計画                                              

 

   ○香川県教育基本計画 

    （教育の振興のための施策に関する基本的な計画） 

 

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

環境学習応援団団体数 団体 34 50 

「さぬきっ子環境スタディ」の小中学校での

活用率 
％ 

小 86 

中 68.9 

（H25） 

100 

環境教育・環境学習参加者数 人 22,523 25,000 

  ※環境教育・環境学習参加者数には、環境キャラバン隊事業など小中学校や地域で行われる出前講座のほ

か、県の施設等を利用した体験学習・施設見学事業、森林ボランティア団体等が実施する森林体験学

習事業への参加者数の合計。 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 自然とのふれあいや日常生活を通して、豊かな感受性と環境を守り大切にする心を持

つ。 

� 様々な場で行われる環境教育や学習活動に積極的に参加し、学んだことを家庭や職場等

で話し合い、環境に配慮した暮らしを実践する。 

事 業 者 

� 事業者がもつ環境技術や環境保全活動の取組みを、施設見学や講師派遣等を通じて環境

教育、環境学習の機会として提供する。 

� 従業員に対し環境教育を実施するなど、職場全体の環境意識の高揚を図る。 

民間団体 

� 地域性、専門性を生かした環境学習のイベントなどを企画・実行し、啓発活動を実施す

る。 

� 行政や事業者など各主体と連携・協働して、環境教育・環境学習を実施する。 
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1-2 里海づくりの推進 

 

 現状と課題                                             

 

○ 瀬戸内海は、瀬戸内海環境保全特別措置法による水質総量規制などの施策が講じられた結果、水質につい

ては一定の改善がみられるものの、赤潮の発生やノリの色落ち、人と海の関わりの希薄化、海ごみの問題な

ど、依然として多くの課題を抱えています。 

○ こうした中、県では、平成25年4月に「かがわ『里海』づくり協議会」を設立するとともに、同年9月

にビジョンを策定し、「人と自然が共生する持続可能な豊かな海」の実現を目指して、海だけでなく海につ

ながる山・川・里（まち）を一体的に捉えて保全・活用していく里海づくりの取組みを始めています。 

○ これまで、協議会等の設置、ビジョンの策定、里海体験の活動拠点づくりなど里海づくりを支える基盤整

備に取り組むとともに、海ごみや里山再生に関する調査等を実施し、内陸部の市町も参画する香川県方式の

海底堆積ごみ回収・処理システムの構築や竹林資源の安定供給体制の整備など、具体的な課題解決に向けた

取組みを進めています。 

○ 今後、重点的な課題解決とともに、里海づくりを牽引する人材の育成やネットワーク化、プロモーション

等を充実させ、県民や多様な主体による里海づくりをさらに広げていくことが必要です。 

 

 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

1-2-1 里海づくりの普及拡大 

  ア）人材の育成 

   ○ 里海づくりを牽引する人材を育成するため、平成 28 年春に「かがわ里海大学（仮称）」を開校しま

す。 

  イ）ネットワーク化の促進 

   ○ 地域や分野といった既存の枠を越えて、多様な人や団体等が「里海づくり」をキーワードに交流・

連携・協働できる場づくりやマッチングにより、ネットワーク化を進めます。 

  ウ）プロモーションの充実 

   ○ マスメディア等を活用した情報発信や体験機会の提供により、「かがわ『里海』づくりビジョン」に

示す理念の共有や意識の醸成を図ります。 

   ○ 聞き書きプロジェクトなど様々な取組みを通して映像などを収集しアーカイブ化するとともに、プ

ロモーションでの活用を図ります。 

   ○ 様々な機会を捉え、里海づくりの取組みを香川から瀬戸内海全域へ、そして国内外へ発信していき

ます。 

  エ）参加しやすい仕組みづくり 

   ○ ワンストップ窓口の設置や県民参加型の環境モニタリングの実施など、県民や多様な主体が参加し

やすい仕組みづくりを進めます。 

 

 

1-2 里海づくりの推進 1-2-1 里海づくりの普及拡大 

1-2-2 里海・里山の保全と持続的活用 
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1-2-2 里海・里山の保全と持続的活用 

  ア）瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画の推進 

○ 瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画に基づき、沿岸域の環境の保全・再生・創出、水質の保全

及び管理、自然景観及び文化的景観の保全、水産資源の持続的な利用の確保に努めます。 

  イ）海ごみ対策の推進 

   ○ 香川県方式の海底堆積ごみ回収・処理システムや県内一斉海ごみクリーン作戦「さぬ☆キラ」など

海域・陸域一体となった海ごみ対策を、県民や多様な主体が連携・協働しながら総合的に推進します。 

○ 海ごみの効率的な回収・処理を図るため、海ごみが漂着しやすい離島の海岸などを最重点区域とし

て指定するとともに、特に地理的・人的要因などから海岸漂着物等の回収・処理が困難な離島につい

ては、里海ツアー等の実施により定期的に回収・処理する仕組みづくりを進めます。 

  ウ）生育環境の整備 

   ○ 良好な漁場環境を保全するため、生物史に対応した効率的な藻場造成事業を計画的に推進するとと

もに、環境改善のための海底耕うん、底質改良などに取り組みます。 

  エ）漁場環境の監視 

   ○ 県漁連や漁協等関係機関と連携して漁場環境の監視に努めます。 

オ）里山の保全と持続的活用の推進 

   ○ 広葉樹林や竹林の整備を推進するとともに、木質バイオマスの利用促進など里山の保全から里山資

源の利活用までの総合的な取組みを進めます。 

  カ）鳥獣被害対策の推進 

   ○ 県内の海面・内水面において漁業被害が深刻化しているカワウについて、県内の状況を把握すると

ともに、市町や漁協等が行う有害鳥獣捕獲対策への支援など、被害防除対策事業を推進します。                                         

  キ）データに基づく順応的管理 

   ○ 各種取組みにあたっては、データに基づく検証と評価によって必要な見直しを行いながら進めま

す。また、専門的な調査・研究を進めるとともに、広く県民が参加できるように、容易に取り組める

環境モニタリング手法の導入や、調査結果及び評価内容の公開などに努めます。 

 

 関連計画                                              

 

  ○瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画 

（瀬戸内海の環境保全に関し実施すべき施策を定めた計画） 

○香川県海岸漂着物対策等推進計画  

    （海ごみ対策を総合的かつ効果的に推進する計画） 

○香川県水産業基本計画 

    （水産業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する基本計画） 

  ○香川県漁港漁場整備長期計画 

    （漁港機能の拠点化など水産基盤の計画的な整備計画） 

 

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

かがわ里海大学（仮称）修了者数 人 0 900 

水生生物及び海ごみ調査の参加者数 人 912 1,000 

県内一斉海ごみクリーン作戦参加者数 百人 576 605 

海底ごみ回収活動実施か所数 か所 24 30 

藻場造成面積（累計） ha 119 131 

放置竹林対策実施面積（H28～32年度の累計） ha 0 100 
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 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 地域の里海・里山の良さを再認識し、里海・里山の保全活動や活用に積極的に取り組  

む。 

� 水産物などの里海資源や木炭、薪、竹、広葉樹材などの里山資源の地産地消に努める。 

� 里海・里山の保全に取り組む事業者や団体等の活動を応援する。 

� 森林所有者として森林の整備・保全に努める。 

� 森林所有者として、ボランティア団体が行う活動に同意し、里山の保全活動の実施に

協力する。 

事 業 者 

� 地域で行われる里海・里山の保全活動に積極的に参加する。 

� 水産物などの里海資源の持続的な利用の確保に努める。 

� 木炭、薪、竹、広葉樹材などの里山資源を積極的に使う。 

� 里海・里山の保全・活用が重要であることをＰＲする。 

民間団体 

� 里海・里山の保全・活用につながる活動を自ら実施するとともに、参加を地域住民な 

どに呼びかける。 

� 里海・里山保全の重要性とともに、水産物などの里海資源や木炭、薪、竹、広葉樹材

などの里山資源の利用についてＰＲする。 

 

 



26 

 

 

1-3 多様な主体による環境保全活動の促進 

 

 現状と課題                                             

 

○ 県政世論調査では、県民の環境に配慮した行動として、「洗剤の使用量は適量としている」、「電気をこまめに

消したり、冷暖房の温度設定に注意する」など、生活規則として日常に定着し、経済的負担の軽減につながる

ものは、取組み率が高くなっています。しかし、「環境に関する講座への参加や正しい知識を得るよう努めてい

る」「身近な環境問題について職場や家庭で話し合ったり、省エネや節電など環境によいことを知人に勧めたり

している」などの行動の取組み率が低くなっています。 

○ 事業者においては、環境マネジメントシステムの導入や地域の環境美化活動への参加など、企業の社会的責

任に基づく環境活動が進んでいますが、このような取組みが広まるためには、環境に配慮した行動が、経済的、

社会的に評価されることが重要です。また、開発行為など事業活動が環境に与える影響は大きいため、環境影

響評価制度の適切な運用等により、環境への負荷を低減する事業者の取組みを促進する必要があります。 

○ 今日の環境問題には、県民、事業者、民間団体など地域社会を構成するすべての主体がそれぞれの責務や役

割のもとで、日常生活や事業活動において、相互に連携・協働しながら環境保全に取り組むことが重要です。 

○ そのためには、県民が必要とする情報を、迅速かつ的確に、いつでも、だれにでもわかりやすく提供するこ

とが必要です。 

  

      

 

  

資料：平成26年度香川県県政世論調査 

％ 

図1-1 環境に配慮した日常生活の行動について 
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 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

1-3-1 県民・事業者・民間団体の自主的取組みの促進 

ア）県民・民間団体の環境配慮行動の促進 

○ 県民の環境配慮行動を促進するため、省エネルギーの取組みやごみの削減、買い物袋持参やリサイ

クル商品の購入、地産地消商品の購入など日常生活における環境配慮の具体的な取組みについて普及

啓発を図るとともに、環境美化運動や緑化運動など、環境保全活動への参加や環境にやさしいライフ

スタイルへの転換を呼びかけます。 

○ エコマークや統一省エネラベルなどの県民への周知を図り、環境に配慮した消費行動が経済活動に

結びつくよう努めます。 

イ）環境に配慮した事業活動の促進 

○ 事業活動における自主的な環境配慮の取組みを促進するため、エコアクション 21 など事業者の形

態にあった環境マネジメントシステムの普及を図ります。 

○ 事業活動における自主的な環境配慮の取組みを促進するため、先進的、模範的な環境負荷低減の取

組みを行っている事業者や環境に配慮した製品を認定し、ＰＲなどの支援を行います。 

○ 廃棄物の再資源化やエネルギー利用の効率化など、環境の保全に資する技術開発に取り組む企業等

の活動を促進します。 

○ 開発事業による環境への影響を回避、低減するため、環境影響評価法や香川県環境影響評価条例に

基づき、一定規模以上の開発事業に対する環境影響評価手続きの適正な運用を図ります。 

○ 環境影響評価制度の対象とならない中小規模の開発事業の実施に際し、事業者による環境配慮が適

切になされるよう、計画段階から実施段階に至るまで、それぞれに対応した環境に配慮すべき事項を

明示した環境配慮指針の普及に努めます。 

○ 中小企業者の事業活動により生じる公害の防止やエネルギーの有効利用など、環境負荷の低減を図

るための施設の整備に対して、事業者の負担軽減を図る環境保全施設整備融資制度の利用を促進し、

環境に配慮した事業活動を促進します。 

ウ）県みずから取り組む環境配慮行動の推進 

○ 「かがわエコオフィス計画」に基づき、省資源・省エネルギー、用紙使用量や廃棄物の減量化、環

境に配慮した商品等の購入（グリーン購入）、環境への負荷をできるだけ低減したイベント（エコイベ

ント）の開催など、県自らが率先して環境に配慮した活動を行います。 

○ 施設や設備の省エネ化を推進するため、県有施設の省エネ診断を実施し、計画的な省エネ改修やＬ

ＥＤ化に取り組むとともに、さぬきこどもの国へ導入しているＥＳＣＯ事業の検証を進めます。また、

施設の改修時期等に合わせて空調設備や照明設備等の省エネ化を図るとともに、県有施設への太陽光

発電の導入を進めます。さらに、公用車については、ハイブリッド自動車や小型車種など環境にやさ

しい自動車へ計画的に転換します。 

 

1-3 多様な主体による環境保全活動の促進 1-3-1 県民・事業者・民間団体の自主的取組みの促進 

1-3-2 各主体との連携・協働による取組みの推進 



28 

 

○ 施設や設備の運用改善を図るため、施設や設備に導入している管理標準（運用マニュアル）の運用

方法の見直しを行うとともに、電力の使用状況を知らせるデマンド監視装置を積極的に活用します。 

○ ヒートアイランド現象の緩和を図るため、庁舎等の敷地への植栽や屋上緑化、壁面緑化（緑のカー

テン）など、県有施設の緑化によって庁舎の断熱効果を高めることにより、室内温度の上昇を抑え、

節電や省エネを推進します。 

○ 職員は、事務事業における省エネの取組みとして、空調設備の温度管理の徹底や不要な照明の消灯、

クールビズ、ウォームビズに努めるなど、環境に配慮した行動を率先して行います。 

1-3-2 各主体との連携・協働による取組みの推進 

ア）各主体間の協働の取組みの促進 

○ 県民、民間団体、事業者などの各主体が、自主的かつ積極的に環境問題についての理解を深め、環

境保全活動を実践できるよう、それぞれの立場や役割に応じた支援や情報提供に取り組みます。 

イ）環境保全活動に関する情報の効果的な提供 

○ 香川の環境の現状や県の取組みについて、ホームページ「香川の環境」、メールマガジン等による適

切な情報提供を図るほか、県の環境の現況や環境保全に関する施策の取組み状況を環境白書にまとめ

て公表します。 

○ 県民、民間団体、事業者、行政等の各主体による協働の取組みを推進するため、必要な情報の提供

に努め、情報の相互活用を促進します。 

 

 環境指標                                              

  

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

買い物袋持参率 ％ 36.6 40 

環境に配慮した事業所の認定件数（累計） 件 16 20 

環境に配慮した製品の認定件数（累計） 件 45 54 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

�  ホームページ「香川の環境」や広報誌など、環境に関する情報を積極的に活用する。 

�  日常生活において、環境に配慮した行動を実施する。 

�  地域での環境保全活動に参加する。 

�  環境配慮や環境保全に積極的に取り組む事業者を評価し、事業者が提供する商品やサ

ービスを優先的に選択し購入する。 

事 業 者 

�  環境に関する取組み状況などをホームページ等で公開する。 

�  地域住民や民間団体、行政機関に環境保全活動を呼びかけたり、地域での環境保全活 

 動に参加する。 

�  環境配慮型商品やサービスを提供する。 

�  環境マネジメントシステムの導入など環境配慮型経営を実施する。 

�  開発事業による環境への影響をできるだけ回避または低減されるよう、事業計画の見 

直しや環境保全措置を実施する。 
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民間団体 
�  地域での環境保全活動に参加するほか、活動を企画し、実行する。 

�  環境配慮や環境保全に役立つ情報を提供する。 
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第 2 節 地域から取り組む地球環境の保全 

 

2-1 地球温暖化対策の推進 

 

 現状と課題                                             

 

○ 平成24（2012）年度の県内の温室効果ガス排出量は11,027千トン（ＣＯ２換算）で、平成２（1990）年度よ

り34.5％、平成17（2005）年度より24.9％、前年度より12.5％増加しています。 

○ そのうち、94.7％を占める二酸化炭素（以下「ＣＯ２」という。）の排出量を部門別にみると、産業部門3,674

千トン（構成比35.2％）、業務部門2,293千トン（同22.0％）、家庭部門2,138千トン（同20.5％）、運輸部門

2,022千トン（同19.4％）等であり、大半はエネルギーを消費することに伴い発生するＣＯ２（エネルギー起

源ＣＯ２）となっています。 

○ エネルギー消費量は、近年減少傾向にある一方で、火力発電の増加に伴う電力の排出係数の悪化による影

響を大きく受け、温室効果ガス排出量は増加しています。 

○ 国は、平成27（2015）年11月末から開催されるＣＯＰ21における新たな国際枠組に関する合意に向け、平

成42（2030）年度の温室効果ガスの排出量を平成25（2013）年度比で26％減とする削減目標を、平成27（2015）

年７月に国連気候変動枠組条約事務局に提出しています。 

○ 地球環境の保全に地域から取り組むために、本県では省エネルギーの取組みをより一層進めるとともに、

再生可能エネルギーの導入促進を図る必要があります。 

○ また、ＣＯ２の吸収源である森林整備等を確実に実施していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成24（2012）年度の温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量は、都道府県別エネルギー消費統計（経

済産業省）の平成24年度（暫定値）等により算定しています。  

図2-1 温室効果ガス排出量の推移（温室効果ガスの種類別） 

資料：香川県環境政策課
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図2-2 ＣＯ₂排出量の推移（部門別） 

図2-4 温室効果ガス排出量の内訳 

（温室効果ガスの種類別） 

図2-5 ＣＯ₂排出量の内訳（部門別）

資料：香川県環境政策課

図2-3 エネルギー消費量（原油換算値）の推移（部門別） 

資料：香川県環境政策課 
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 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

2-1-1 省エネルギー行動の拡大 

ア）環境にやさしいライフスタイル・ビジネススタイルの推進 

○ クールビズ・ウォームビズなど日常生活や事業活動の中での省エネルギー行動に関する普及啓発の

ほか、学校や地域における環境教育・環境学習を推進するとともに、移動についてはパークアンドラ

イド等による公共交通機関等の利用やエコドライブの普及を促進するなど、省エネルギーの取組みを

推進します。 

○ 家庭や事業所の省エネ・節電の取組みの効果を「見える化」する専用サイト「かがわ省エネ節電所」

の普及を促進するとともに、暑くなる夏に、涼しい場所や一つの部屋に皆で集まることで、家庭での

エアコンの使用を減らし、節電を図るクールシェアを推進します。 

○ 家庭や事業所など県民が総ぐるみで省エネルギー行動を推進するため、市町や香川県地球温暖化防

止活動推進センターなど関係機関と連携して県民運動を展開します。 

○ 香川県生活環境の保全に関する条例に基づく地球温暖化対策計画制度の運用・拡充を図るなど、事

業活動における省エネルギー行動を促進します。また、省エネルギー手法や事業者の取組みについて、

講座を開催するなど情報提供を行います。 

イ）省エネ型設備・機器等の導入促進 

○ 省エネ家電や高効率給湯器など省エネ型設備・機器について、行政、事業者、関係団体が連携した

普及活動により導入を促進するとともに、断熱性能等に優れた省エネ住宅等の普及や省エネリフォー

ムを促進します。 

○ 店舗や工場、事務所等における省エネ診断等の受診を進め、省エネ型設備・機器の導入や省エネル

ギー改修、運用改善などによるエネルギーの削減を促進します。また、自動車販売店や関係団体等と

協力・連携して、ＣＯ２排出量の少ない電気自動車やハイブリッド自動車などの普及を図るとともに、

充電設備等のインフラ整備を促進します。 

2-1-2 再生可能エネルギーの導入促進 

ア）太陽光発電の導入促進 

○ 住宅用太陽光発電設備については、設置費用への助成を継続するほか、普及啓発や情報提供により

導入を促進します。 

○ 事業所における太陽光発電設備については、設置費用や回収期間等の情報提供により導入を促進す

るほか、設置事業者等に対して関係法令に基づく手続をワンストップサービスで支援します。また、

県有施設の新築・改築の機会を捉えて太陽光発電設備の導入を図ります。 

 

 

2-1 地球温暖化対策の推進 2-1-1 省エネルギー行動の拡大 

2-1-3 低炭素型まちづくりの推進 

2-1-2 再生可能エネルギーの導入促進 

2-1-4 森林整備と都市緑化の推進 

2-1-5 ＣＯ２以外の温室効果ガス対策の推進 
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イ）エネルギー源の多様化等の促進 

 ○ 太陽光発電以外の再生可能エネルギー等については、経済性、技術開発の動向等を踏まえ、水素な

ど多様なエネルギーの導入を検討します。また、市町等との情報交換等により、県内の再生可能エネ

ルギーに関する情報の集約を図るとともに、本県における再生可能エネルギーの導入状況などについ

て総合的な情報提供を行います。 

○ 企業が県内に工場建設する際の助成制度の活用などにより、エネルギー関連企業の県内への工場進

出を促進します。また、先進的な知見を有する大学や公設試験研究機関の研究者等と県内企業との連

携を強化し、エネルギー関連産業への県内企業の進出を促進します。 

2-1-3 低炭素型まちづくりの推進 

ア）集約型のまちづくりの推進 

○ 移動に徒歩や自転車、公共交通機関が利用できる集約型のまちづくりの実現に向け、適正な規制・

誘導を行うとともに、中心市街地の活性化を図ります。 

イ）交通環境の整備の推進 

○ 公共交通機関への利用転換が図られるよう、生活に必要な路線の維持・確保や、公共交通機関の利

便性の向上に努めるとともに、徒歩・自転車移動を促進するため、安全で快適な交通環境の整備を行

います。 

○ 渋滞等によるＣＯ２を削減するため、右折車線の確保などの交差点改良の整備とともに、信号制御シ

ステムの高度化を推進し、交通流の分散・円滑化を図ります。 

2-1-4 森林整備と都市緑化の推進 

ア）森林整備の推進 

○ 森林によるＣＯ２吸収源対策を進めるため、間伐などの森林整備や保安林などの適切な管理・保全を

行うほか、利用期を迎えた森林では、間伐材を搬出し、県産木材としての利用を促進します。また、

全国育樹祭の開催を契機に、県民参加の森づくりをさらに推進します。 

イ）都市緑化の推進 

○ 都市公園の整備を支援するとともに、港湾緑地を整備するなど、地域の緑化を推進します。また、

住宅や事業所等において緑のカーテンなど建物緑化の取組みを促進します。 

2-1-5 ＣＯ２以外の温室効果ガス対策の推進 

○ フロン排出抑制法に基づき、代替フロンを含めたフロン類を使用する機器の管理者に対し、適切な

機器の管理を行うよう周知します。また、機器の整備・廃棄等に当たっては、適切な充填・回収及び

破壊処理が行われるよう周知を行うほか、充填回収業者等への指導を的確に行います。このほか、県

内の大気環境中のフロンガス濃度の実態を把握するため、モニタリング調査を実施します。 

 

 関連計画                                              

 

○ 香川県地球温暖化対策推進計画 

   （地域の自然的社会的条件に応じて、地域レベルで地球温暖化対策を総合的に推進する計画） 
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 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

温室効果ガス排出量 千t-CO2 
11,027 

（H24） 
9,682 

エネルギー消費量 千kl 
2,599 

（H24） 
2,479 

かがわ省エネ節電所の登録件数（累計） 
世帯 

事業所 

1,388世帯 

333事業所 

4,500世帯 

1,300事業所 

事業所向け省エネルギー講座の受講者数 人 173 200 

緑のカーテンコンテスト参加申込件数 件 252 500 

住宅用太陽光発電設備設置件数（累計） 件 20,100 30,000 

県有施設への太陽光発電設備導入量（累計） kW 992.5 1,142 

主な公共交通機関利用者数 千人 34,629 34,705 

森林整備面積（H28～32年度の累計） ha 
843 

（H26単年度） 
5,000 

県産木材の搬出量 ㎥ 4,461 5,000 

 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

 

 

 

 

 

 

県 民 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省エネルギー対策】 

■ 省エネルギー行動の実践 

�  エアコンは、体に負担とならない範囲で、冷房時の室温は28℃、暖房時は20℃を目 

安に設定し、必要な時だけ使用する。また、夏は、すだれやよしず、緑のカーテンな 

どで窓からの日差しを和らげる。 

�  冷蔵庫は、温度を弱めに設定し、扉の開閉時間と保存する食品を最小限にする。 

�  不要な照明は消す。 

�  テレビは、省エネモードに設定するとともに画面の輝度を下げ、必要な時以外は消 

 す。 

�  電気製品を長時間使用しないときは、コンセントからプラグを抜いて待機電力の削 

 減を徹底する。 

�  家族が一つの部屋に集まったり、快適に過ごせる場所に出かけたりすることで、家 

 庭のエアコンや照明の使用量を減らす。 

�  風呂の残り湯の利用や水道の蛇口をこまめに閉めるなど節水を心掛ける。 

�  環境家計簿の利用などによりＣＯ２排出量を「見える化」する。 

�  マイバッグ、マイボトルを携帯し、レジ袋やペットボトルの使用を控える。 

�  通勤や買い物の際には公共交通機関や自転車を利用する。 

�  ふんわりアクセルやアイドリングストップなどエコドライブを実践する。 

■ 省エネ型設備・機器の選択（新規購入時・買い替え時） 

�  冷蔵庫やテレビ、エアコンなどは省エネタイプのものを選択する。 

�  白熱電球を電球型蛍光灯やＬＥＤ照明に替える。 

�  電気自動車やハイブリッド自動車などを選択する。 

�  家庭用燃料電池や高効率給湯器を導入する。 
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県 民 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 住宅の省エネルギー化の選択 

�  住宅の新築や増改築にあわせ、断熱材や複層ガラスの利用など住宅の省エネルギー 

 化を図る。 

■ ＣＯ２削減につながる商品の選択 

�  農産物や水産物の商品選択においては、地産地消を心掛ける。 

■ 地域で取り組む温暖化防止活動への参加 

�  カーシェアリングやレンタサイクルの利用、パークアンドライドを活用する。 

■ 環境教育・環境学習への参加 

�  様々な場で行われる省エネルギーなどに関する環境教育・環境学習に参加する。 

【再生可能エネルギー対策】 

■ 再生可能エネルギーの導入 

�  太陽光発電システムや太陽熱温水器など、再生可能エネルギーを利用した設備を導  

入する。 

【ＣＯ２吸収対策】 

■ 県民総参加の森づくり 

�  県植樹祭やどんぐり銀行活動に参加する。 

�  フォレストマッチング推進事業などに参加する。 

■ 県産木材の利用 

�  県産木材、県産木材製品の利用に努める。 

■ 建物緑化 

�  庭やベランダ、屋上、壁面などの建物緑化に努める。 

�  緑のカーテンを設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省エネルギー対策】 

■ 事業活動における省エネルギー行動の実践 

�  エアコンなど空調設備の温度は適正管理を行うほか、使用していないエリアの空調 

は停止する。また、夏は、日射を遮るため、ブラインド、遮熱フィルム、緑のカーテ 

ンなどを活用する。 

�  執務エリアの照明をできる範囲で間引きするとともに、使用していないエリアや昼 

 休み時間の完全消灯を心掛ける。 

�  ＯＡ機器は省エネモードを活用するとともに、長時間使用しないときは、主電源を 

 切るなど、節電を徹底する。 

�  低層階の場合は階段を利用する、稼働台数を減らしてなるべく一台に乗り合わせる 

 などの工夫をし、エレベーターの使用を控える。 

�  再生された原料を用いた製品など、環境に配慮した事務用機器や備品を購入・使用 

 する。 

�  事業活動に必要な原料や材料の調達において、地産地消を心がける。 

�  節水型機器や雑用水利用施設の設置などにより節水を徹底する。 

�  自動車の使用をできる限り控えるとともにエコドライブを実践する。 

�  共同輸配送など環境に配慮した物流システムの構築に努める。 

�  環境マネジメントシステムを導入するなど環境配慮型経営を実施する。 

�  省エネルギーの担当者を決め、省エネパトロールなどを実施する。 

■ 事業活動における省エネ型設備・機器の導入 

�  省エネ診断を受診する。 

�  エネルギー効率の高い設備・機器を導入する。 

�  白熱電球を電球型蛍光灯やＬＥＤ照明に替える。 
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事 業 者 

 

 

 

 

 

 

 

�  社用車への電気自動車やハイブリッド自動車などの導入に努める。 

�  建築物の省エネルギー化を図るとともに、ＢＥＭＳ（ビルエネルギー管理システム） 

 の導入に努める。 

�  ＥＳＣＯ事業の導入を検討する。 

■ 環境教育の実施 

�  従業員に対して省エネルギーなどに関する教育を実施するほか、クールビズ・ウォ 

 ームビズを奨励する。 

【再生可能エネルギー対策】 

■ 再生可能エネルギーの導入 

�  太陽光発電システムや太陽熱温水器など、再生可能エネルギーを利用した設備を導 

 入する。 

【ＣＯ２吸収対策】 

■ 県民総参加の森づくり 

�  県植樹祭やどんぐり銀行活動に参加する。 

�  フォレストマッチング推進事業などに参加する。 

■ 県産木材の利用 

�  県産木材、県産木材製品の利用に努める。 

■ 建物緑化 

�  庭やベランダ、屋上、壁面などの建物緑化に努める。 

�  緑のカーテンを設置する。 

民間団体 
�  環境美化や緑化運動など率先して環境の保全に取り組むとともに、地域住民に地球 

 温暖化防止の意識を高めるための啓発活動を実施する。 
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第３節 環境への負荷を低減させる質の高い循環型社会の形成 

 

3－1 循環型社会づくりの推進 
 

 現状と課題                                             

 

○ 環境への負荷をできる限り低減するためには、リサイクルに先立って２Ｒ（発生抑制（リデュース）、再

使用（リユース））を可能な限り推進することが必要です。 

○ 県内の廃棄物の総排出量は、一般廃棄物が33.0万トン（平成25年度実績）、産業廃棄物が243.6万トン

（同）であり、平成21年度実績（一般廃棄物：33.9万トン、産業廃棄物：241.3万トン）と比較すると、

一般廃棄物は減少（0.9万トン減）し、産業廃棄物は増加（2.4万トン増）しています。また、県内のリサ

イクル率は、一般廃棄物が20.1%（平成25年度実績）、産業廃棄物が70.1%（同）であり、近年は、一般廃

棄物は横ばい、産業廃棄物は微増で推移しています。平成21年度実績（一般廃棄物：20.9%、産業廃棄物：

68.4%）と比較すると、一般廃棄物は減少（0.8ポイント減）し、産業廃棄物は増加（1.7ポイント増）し

ています。 

○ 市町の焼却施設に搬入されるごみのうち、ちゅう芥類（食べ残しなどの食品廃棄物等）や紙・布類が多

いことから、県民の意識改革も含め、食品廃棄物の削減やリサイクル可能な紙ごみ等の回収が進むような

取組みが必要です。 

○ 環境産業の創出による地域の活性化をめざす直島町でのエコタウン事業については、引き続き循環型社

会のモデル事業として推進する必要があります。 

 

 

 

  図3-1 一般廃棄物（し尿を除く）の総排出量・リサイクル率・最終処分量の推移（香川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     
資料：香川県廃棄物対策課 
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図3-2 産業廃棄物の総排出量・リサイクル率・最終処分量の推移（香川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

図3-3 香川県の産業廃棄物の種類別排出状況（平成25年度） 

 

       ※数値は四捨五入しているため、合計値が一致しない場合があります。 

 

 

 

がれき類, 965,253 t, 

39.6%

動物のふん尿, 

609,755 t, 25.0%

汚泥, 525,800 t, 

21.6%

廃プラスチック類, 

116,482 t, 4.8%

木くず, 67,979 t, 2.8%

動植物性残さ, 30,515 t, 1.3%

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず, 

29,643 t, 1.2%
金属くず, 16,868 t, 0.7%

その他, 74,180 t, 3.0%

資料：香川県廃棄物対策課 

資料：香川県廃棄物対策課 

総排出量 

2,436,475t 
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 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

3-1-1 ２Ｒ(リデュース、リユース)の推進 

  ア）２Ｒを意識した３Ｒの普及啓発 

   ○ 家庭向け減量化対策として、家庭での減量化の取組み事例などを盛り込んだ実践ガイドブックを作

成するとともに、事業所から排出されるごみの減量化等を図るための講習会を新たに実施します。 

○ 学校教育等を通じてごみ減量やリサイクルの取組みの啓発を行うとともに、広報誌やホームページ

等を活用し、３Ｒについてわかりやすく情報提供するよう努めます。 

  イ）リデュースに向けた取組みの推進 

   ○ 消費者、事業者、行政が連携・協働して食品廃棄物の削減に取り組むため、新たに県民運動を展開

するとともに、生ごみ減量のための講習会や全国の優良事例を紹介するセミナー等を開催します。 

    ○ 多量の廃棄物を排出する事業者に対し廃棄物の減量化について助言するなど、排出事業者に対する

指導、啓発に努め、廃棄物の排出抑制を推進します。   

  ウ）リユースに向けた取組みの推進 

   ○ リユース容器の利用促進のため、県主催行事で率先して使用するとともに、各種イベント主催者に

対しその使用を働きかけます。 

   ○ 限りある資源を有効に活用するため、県民がリユースを身近に感じられるよう、マイボトル等に飲

料を提供している店舗情報やリユースショップなどリユース市場の普及・啓発に努めます。 

3-1-2 リサイクルの推進 

  ア）市町におけるリサイクルの推進 

   ○ 市町におけるごみの分別や再資源化などのリサイクルへの取組みを一層促すために必要な対策を講

じるとともに、リサイクル可能な紙ごみ等の回収が進むよう必要な取組みを推進します。 

  イ）各種リサイクル制度の円滑な推進・拡充 

   ○ 各種リサイクル関係法令の適正かつ円滑な運用を促進するとともに、家電リサイクル制度における

リサイクル料金の前払い制度の導入や拡大生産者責任の考え方に基づく廃棄物回収システムの拡大、

容器包装リサイクル制度の事業者責任の強化等について、引き続き国に対して政策提案を行います。 

○ 建設リサイクル法の円滑な運用を図り、建築物等の分別解体や建設資材廃棄物の再資源化を促進す

るとともに、公共事業などにおいて、建設発生土等の再使用およびコンクリート塊等の再生利用に努

めます。 

○ 資源ごみの回収については、市町における回収に限らず、集団回収や、スーパー等での店頭回収な

ど多様な回収ルートの確保に努めます。 

  ウ）循環産業の育成 

○ 広域的なリサイクル体制構築のため、リサイクル工場についても、用地情報の提供や各種行政手続

きなどをワンストップサービスで実施することにより、優良なリサイクル工場等の立地を支援し、そ

の整備を促進します。 

○ 直島町で実施しているエコタウン事業については、有価金属リサイクル施設や溶融飛灰再資源化施

設でのリサイクル事業を継続するとともに、住民が主体となった環境と調和したまちづくり事業を支

援します。 

 

3-1 循環型社会づくりの推進 3-1-1 ２Ｒ（リデュース、リユース）の推進 

3-1-2 リサイクルの推進 
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  エ）リサイクル製品の利用促進 

   ○ 事業活動における自主的な環境配慮の取組みを推進するため、他の模範となるリサイクル製品や環

境負荷の低減に取り組む事業所を募集し、香川県環境配慮モデル認定制度で認定し、リサイクル製品

や事業所をホームページ等により積極的にＰＲするとともに、四国 4 県で連携した認定リサイクル製

品の相互推奨に努めます。 

 

 関連計画                                              

 

  ○香川県廃棄物処理計画 

（廃棄物の減量化や適正処理に関する基本的な事項を定める計画） 

  ○香川県分別収集促進計画 

（容器包装廃棄物の分別収集、分別基準適合物の再商品化等を総合的かつ計画的に促進するための 

計画） 

 

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

一般廃棄物（し尿を除く）の総排出量 万ｔ 33.0（H25） 29.0 

一般廃棄物（し尿を除く）の一人一日当たりの

排出量 
ｇ 895（H25） 815 

一般廃棄物のリサイクル率 ％ 20.1（H25） 24.0 

一般廃棄物の最終処分量 万ｔ  3.6（H25） 3.0 

産業廃棄物の総排出量 万ｔ 243.6（H25） 242.0 

産業廃棄物のリサイクル率 ％ 70.1（H25） 71.5 

産業廃棄物の最終処分量 万ｔ 18.1（H25） 17.2 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

 

 

 

 

 

 

 

県 民 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■廃棄物の発生抑制（リデュース） 

� 食べ残しをしない、食材を使い切る、生ごみは水切りをするなど、生ごみの量を減ら

す。 

� 長く使えるものを選び、壊れた場合は修理するなど、ものを大切に使い、不要なもの

は買わない。 

� リターナブルびんを使用している商品や詰め替え商品などを選ぶ。 

� 買物時には、過剰包装を断るとともに、マイバックを持参してレジ袋の使用を控える。 

� マイボトルやマイカップの使用に努める。 

� 一時的に必要なものはリースやレンタルで使用する。 

■再使用（リユース） 

� 市町の行う不用品交換情報や民間のリサイクルショップ、フリーマーケットを活用す

るなど、使わなくなったものを必要な人に譲る。 

� マイボトルやマイカップの使用に努める。【再掲】 

■再生利用（リサイクル） 

� 決められたルールに従ったごみの分別を行う。 

� 自治会等の集団回収に協力する。 

� スーパー等の店頭回収も利用する。 
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県 民 

 

 

� エコマークやグリーンマークのついた環境にやさしい製品を選ぶ。 

� 家電リサイクルなどの法制度を守る。 

� ごみの自家処理に挑戦する。（コンポスト容器、生ごみ処理機） 

� グリーン購入等に努める。 

事 業 者 

■廃棄物の発生抑制（リデュース） 

� 原料調達、製造、建設、流通などの各段階で、できるだけ廃棄物の発生を抑えるととも

に、長く使える製品を消費者に提供する。 

� 包装の簡素化、包装資材減量化に努める。 

� 不良品の削減や再原料化の推進に努める。 

� 修理、アップグレード、使用後の製品の回収等のサービスを行う。 

■再使用（リユース） 

� リユースしやすい製品を製造し、回収ルートを整備する。 

� 包装、梱包など使用済み製品の再使用に努める。 

■再生利用（リサイクル） 

� リサイクルしやすい製品を製造し、回収ルートを整備する。 

� 事業活動に伴い生じる副成物や不要な資源を、必要とする他の事業者に引き渡す。 

民間団体 

� 環境美化運動など率先して環境の保全に取り組むとともに、地域住民の３Ｒ意識を高め

るための啓発活動を実施する。 

� フリーマーケットや環境イベント等を開催する。 
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3－2 廃棄物の適正処理の推進 

 

 現状と課題                                             

 

○ 不法投棄監視パトロールなどを行ってきた結果、不法投棄の大規模な事例は減少するとともに、不法投

棄・野外焼却の県民からの苦情件数も減少したものの、河川、海岸、山間等への不法投棄や野外焼却は後

を絶たない状況です。 

○ 廃棄物の適正処理のためには、廃棄物処理施設の整備促進と適切な管理の確保や優良な処理業者の育成

を行うとともに、市町や関係機関と連携し、監視指導を一層充実させる必要があります。 

○ ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物等の処理困難廃棄物や海岸漂着物など各種廃棄物対策については、

引き続き適正処理に努めるとともに、災害により生じた廃棄物について、適正処理と再生利用を確保した

上、円滑かつ迅速に処理するため、災害廃棄物処理体制を構築する必要があります。 

○ 豊島廃棄物等処理事業については、関係者の理解や協力のもと、安全と環境保全を第一に、調停条項で

定められた期限までに廃棄物等が処理できるよう全力で取り組む必要があります。 

 

表3-1 廃棄物処理施設の現況（香川県） 

一般廃棄物処理施設                       （平成27年3月31日現在） 

施設の種類 施設数（うち広域処理） 合計処理能力 

ご

み

処

理

施

設 

ごみ焼却施設  ７（６） １，３４０ｔ／日 

粗大ごみ処理施設  １（１） １００ｔ／日 

再生利用施設 １２（５） ２０４．７ｔ／日 

埋立処分地施設 １１（２） １，９８６，３７９㎥ 

し尿処理施設 １０（５） ８４４．３kl／日 

産業廃棄物処理施設                       （平成27年3月31日現在） 

施設の種類 
施設数 

高松市 高松市以外 計 

中間処理施設 

汚泥の脱水施設 １４  ２２  ３６ 

〃 乾燥施設  －   １   １ 

〃 焼却施設  １   １   ２ 

廃油の油水分離施設  －   １   １ 

廃酸・廃アルカリの中和施設  －   １   １ 

廃プラスチック類の破砕施設  ３  １８  ２１ 

 〃       焼却施設  ３   ２   ５ 

汚泥のコンクリート固形化施設   －   １   １ 

産業廃棄物の焼却施設  ３  １７  ２０ 

木くずの破砕施設 １１  ２９  ４０ 

がれきの破砕施設 １４  ４９  ６３ 

最終処分場 
安定型（埋立中のもの）※  ２  １２  １４ 

管理型（埋立中のもの）  １    ８    ９ 

計 ５２ １６２ ２１４ 

※公益財団法人香川県環境保全公社管理分を含む               資料：香川県廃棄物対策課   
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 施策の体系                                             

 

 

 

 施策の方向                                             

3-2-1 廃棄物の適正処理の推進 

  ア）廃棄物処理施設の確保と維持管理 

   ○ 排出事業者や処理業者などによる産業廃棄物処理施設の計画的かつ適正な整備促進を図るとともに、

市町の一般廃棄物処理施設の長寿命化計画の策定などを支援します。 

  イ）監視指導体制の拡充・強化 

   ○ 不法投棄や野外焼却などの不適正処理の未然防止や被害拡大の防止を図るため、引き続き集中監視

や取締りを徹底するとともに、関係団体等の支援を活用し、市町における監視カメラの増設を推進し

ます。また、各種広報媒体を活用した啓発活動を行うとともに、広く県民などから情報を受け付けら

れるよう市町に廃棄物110番の設置を働きかけるなど情報収集体制の拡充に努めます。 

  ウ）廃棄物の適正処理の推進 

   ○ 災害により生じた廃棄物の処理について、県、市町ともに実効性のある計画を策定します。なお、

処理に当たっては適正処理を確保するとともに、できる限り効率的な分別・リサイクルを行い、最終

処分量の低減と再生資源の有効利用に努めます。    

   ○ 優良産廃処理業者認定制度についてホームページ等を活用して情報発信し、排出事業者が優良産廃

処理業者へ処理委託しやすい環境の整備に努めます。 

○ ＰＣＢ廃棄物等の処理困難廃棄物や海岸漂着物など各種廃棄物の適正処理を推進します。 

  エ）不法投棄や野外焼却対策の強化 

   ○ 不法投棄防止のためのホームページ等による啓発のほか、全国ごみ不法投棄監視ウィーク等に合わ

せて各種広報媒体を活用した啓発活動を実施します。 

○ 地域の環境美化を促進するため、市町や関係団体と連携・協力して、香の川創生事業など、県民との

協働による河川、海岸、道路などの環境美化活動を進めます。 

○ 廃棄物 110 番や環境監視員制度などを活用して、広く県民などから不法投棄や野外焼却などの情報

提供を受け付けるとともに、情報収集および監視指導体制の拡充に努め、早期対応を図ります。 

  オ）豊島廃棄物等処理事業の推進 

   ○ 関係者の理解と協力のもと、直島の中間処理施設での焼却・溶融処理に並行して汚染土壌のセメン

ト原料化処理を行うなど、安全と環境保全を第一に、廃棄物等の処理に全力で取り組みます。 

 

 関連計画                                              

 

  ○香川県廃棄物処理計画 

   （廃棄物の減量化や適正処理に関する基本的な事項を定める計画） 

  ○香川県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画 

   （県内のＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を総合的かつ計画的に推進するための計画） 

  ○香川県ごみ処理広域化計画 

   （ごみの効率的かつ安定的な適正処理目指し、今後、連携を図る地域ブロックを設定するとともに、 

    各ブロックにおける施設整備の方向性を示す計画） 
 

 

 

 

3-2 廃棄物の適正処理の推進 3-2-1 廃棄物の適正処理の推進 
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 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

廃棄物不適正処理苦情件数 件 160 減少 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� ごみを排出するときは、決められたルールに従い、不法投棄や野外での焼却をしない。 

� ごみのポイ捨てはせず、環境美化に努める。 

� 地域ぐるみの清掃など環境美化活動に参加する。 

� ごみの不法投棄や野焼き、多量保管など、不適正な処理を発見したときは、速やかに 

行政※に通報する。 

事 業 者 
� 廃棄物処理法に基づく排出事業者責任により、廃棄物を適正に処理する。 

� 事業所やその周辺において、環境美化活動に参加する。 

民間団体 

� 環境美化活動など率先して環境の保全に取り組むとともに、ごみの分別など適正な排 

 出を呼びかける。 

� ごみの不法投棄や野焼き、多量保管など、不適正な処理を発見したときは、速やかに 

行政※に通報する。 

 

   ※廃棄物１１０番 （２４時間受付） 

     電話・FAX：０８７－８３２
ヤ ミ ニ

－５３７４
ゴ ミ ナ シ

 

     電話   ：０１２０－５３７４
ゴ ミ ナ シ

８３
バンザイ

（フリーダイヤル） 
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3－3 水循環の促進 

 

 現状と課題                                             

 

○ 県内16の下水処理場のうち11処理場で下水処理水の再利用が行われていますが、水資源に恵まれてい

ない本県にとって、雨水や下水処理水などの雑用水の利活用をさらに促進していく必要があります。 

○ 本県の１人１日当たりの水道の生活用平均給水量は、平成 25 年度は 231 リットルで、近年はほぼ横ば

いの状況にあります。限りある貴重な資源である水の使用量を抑制していくためには、引き続き節水の啓

発に努め、より一層節水意識の高揚を図る必要があります。 

 

 

  図3-4 下水処理水利用量の推移（香川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図3-5 水道の一人一日当たり生活用平均給水量の推移（香川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ﾘｯﾄﾙ） 

（千㎥） 

（年度） 

（千㎥） 

資料：香川県水資源対策課 

資料：香川県下水道課 

（年度） 
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 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

3-3-1 水の循環利用等の促進 

  ア）雑用水利用の促進 

   ○ 県有施設への雑用水利用施設の整備に努めるとともに、一定規模を超える施設に対する雑用水利用

施設の設置などを主な内容とする水の有効利用および節水の促進に関する条例を制定します。 

  イ）下水処理水の再利用 

   ○ 公共建築物の水洗トイレや公園等の樹木への散水用水など、下水処理水の利活用を進めます。 

  ウ）農業集落排水事業の促進 

   ○ 市町が実施する農村集落のし尿や生活排水などの汚水を収集するための管路施設や汚水処理施設、

処理水や汚泥の循環利用を目的とした施設の整備事業を支援します。 

3-3-2 節水の意識の高揚とその促進 

  ア）節水啓発活動の推進、節水活動の促進 

   ○ 県と市町で構成する「節水型街づくり推進協議会」を中心に、水道週間や各種イベントで節水展を

開催し、パネルによる節水方法の紹介など節水啓発に取り組みます。 

   ○ ホームページ等を活用した節水広報や節水ウィークにおける節水チャレンジを実施し、家庭での節

水活動の実践を促進します。 

  イ）節水学習の推進、水文化の継承 

   ○ 県内小学生への節水副読本の配布や環境キャラバン隊による出前講座を実施し、水の大切さや節水

などについて、子どもたちへの意識啓発に努めるとともに、ため池や農業用水路などの役割や歴史、

水の大切さを学習する場として、高松市内の小学生を対象に「ふるさと探検隊」を実施するなど、水の

歴史と文化の継承を図ります。 

  ウ）水の有効利用及び節水の促進に関する条例の制定 

   ○ 一定規模を超える施設に対する雑用水利用施設設置や一般家庭への節水機器の導入促進など、新た

に水の有効利用と節水に関する県民、事業者、行政それぞれの責務を示した条例を制定します。 

  エ）節水型機器の普及促進 

   ○ 水道週間や各種イベントで節水展を開催し、節水コマの無料配布や節水型機器の展示等によりその

普及促進に努めます。また、企業や公設試験研究機関の協力を得て、節水型機器等の開発の促進に努

めます。 

  オ）県有施設への節水型機器設置の徹底 

   ○ 県有施設の新築、改築、改修の機会に、節水型トイレ等を設置します。 

 

 関連計画                                              

 

  ○香川県総合水資源対策大綱2011 

   （水資源対策を総合的に推進するための基本方針や施策の方向性を示す基本計画） 

 

 

 

3-3 水循環の促進 3-3-1 水の循環利用等の促進 

3-3-2 節水の意識の高揚とその促進 
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 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

水道の一人一日当たり平均給水量 ℓ/人・日 372（H25） 367 

水道の一人一日当たり生活用平均給水量 ℓ/人・日 231（H25） 226 

  ※一人一日当たり平均給水量は、事業所への水道用水給水量を含む。 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 節水コマを取り付けたり、蛇口をこまめに閉めるなど、水を無駄にしない。 

� 節水型トイレや洗濯機など、節水効果の高い機器を購入する。 

� 風呂の残り湯を洗濯や掃除に再利用するなど、水の使い方を工夫する。 

事 業 者 

� 事業活動の中で節水型機器やシステムを導入するなど、節水を徹底する。 

� 雨水や下水処理水など雑用水を利用する施設を設置する。 

� 従業員に対する節水教育を実施する。 

� 節水型機器を製造する。 

民間団体 � 地域住民の節水意識を高めるための啓発活動を実施する。 
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第４節 自然に親しみ、自然とともに生きる地域づくりの推進 

 

4－1 生物多様性の保全 

 

 現状と課題                                             

 

○ 地球上の「いのち」と私たちの「暮らし」は、生物多様性からもたらされる様々な恵みにより支えられ

ていますが、生物多様性は、①開発など人間活動による危機、②自然に対する働きかけの縮小による危機、

③人間により持ち込まれたものによる危機、④地球温暖化など地球環境の影響による危機の４つの危機に

直面していると指摘されています。 

○ 生物多様性の保全を実現するためには、行政、企業、民間団体、県民など様々な主体が連携して、各主

体間の特色を活かして保全活動を行うことが必要なことから、国は、平成22年12月に「生物多様性地域

連携促進法」を制定するとともに、同法に基づき、地域連携保全活動の促進の意義や施策に関する基本的

事項などを示した「地域連携保全活動の促進に関する基本方針」を平成23年9月に公表しました。 

○ この基本方針では、県の役割として、市町や地域の多様な主体に対して保全活動に関する情報提供等を

行うこととされており、特にその活動拠点として「地域連携保全活動支援センター」を設置することが求

められています。 

○ 本県でも、干潟やため池、里地・里山における自然環境が悪化し、多くの野生生物が絶滅の危機にさら

されており、「NPO法人みんなでつくる自然史博物館・香川」をはじめとした民間団体等と連携し、より活

発に自然保護活動や普及活動等に取り組むことにより、生物多様性の保全を図っていく必要があります。 

○ また、本県における絶滅のおそれのある希少野生動植物798種を記載した「香川県レッドデータブック

（平成16年3月）」は、作成後10年以上が経過していることから、県内に生息・生育する絶滅のおそれの

ある野生生物を再度調査し、その状況を把握する必要があります。 

 

 

 

表4-1 香川県レッドデータブック掲載種（798種）                 （単位：種） 

分 類 群 
区     分 

絶滅 絶滅危惧Ⅰ類 絶滅危惧Ⅱ類 準絶滅危惧 情報不足 合計（%） 

植物 5 201 95 89 11 401（50.3%） 

哺乳類 1 0 0 4 0 5（ 0.6%） 

鳥類 0 16 19 30 6 71（ 8.9%） 

爬虫類 0 0 0 3 2 5（ 0.6%） 

両生類 0 1 2 2 0 5（ 0.6%） 

淡水魚類 0 8 7 4 0 19（ 2.4%） 

昆虫類 4 24 52 143 14 237（29.7%） 

甲殻類 0 1 0 3 0 4（ 0.5%） 

陸産・淡水産貝類 2 23 16 9 1 51（ 6.4%） 

合計 

（%） 

12 

（1.5%） 

274 

（34.3%） 

191 

（23.9%） 

287 

（36.0%） 

34 

（4.3%） 

798 

（100.0%） 

        資料：「香川県レッドデータブック」 
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表4-2 指定希少野生生物（16種）                   （平成27年4月1日現在） 

 分 類 群 科  名 種  名 香川県カテゴリー 

1 

植物 

ベンケイソウ科 ミセバヤ 

絶滅危惧Ⅰ類 

2 サクラソウ科 シコクカッコソウ 

3 ミツガシワ科 アサザ ※ 

4 ゴマノハグサ科 ウンラン 

5 スイレン科 オニバス ※ 

6 ユリ科 カンカケイニラ 

7 ユリ科 トサコバイモ 

8 モクセイ科 ショウドシマレンギョウ 絶滅危惧Ⅱ類 

9 

動物 

淡水魚類 

コイ科 ニッポンバラタナゴ 

絶滅危惧Ⅰ類 
10 コイ科 カワバタモロコ 

11 カジカ科 カジカ大卵型 

12 ケツギョ科 オヤニラミ 

13 昆虫類 アオイトトンボ科 コバネアオイトトンボ 絶滅危惧Ⅱ類 

14 甲殻類 スナガニ科 シオマネキ 

絶滅危惧Ⅰ類 15 陸産・淡水産

貝類 

オナジマイマイ科 イソムラマイマイ 

16 オナジマイマイ科 ヤハタマイマイ 

※保護区が設定されている種             「香川県レッドデータブック」分類別・カテゴリー別掲載順 

             資料：香川県みどり保全課 

 

 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

4-1-1 各主体の連携による取組みの推進 

 ア）生物多様性の保全を実現するための普及啓発活動の推進 

   ○ 「ＮＰＯ法人みんなでつくる自然史博物館・香川」をはじめとした民間団体等と連携して、生物多

様性の保全を実現するための普及啓発活動を推進するほか、生物多様性の保全活動への主体的な参加

を促進します。 

  イ）地域連携保全活動支援センターの役割を担う民間団体の育成 

   ○ 生物多様性の保全を実現するため、様々な主体間における連携・協力の斡旋、必要な情報の提供や

助言を行う「地域連携保全活動支援センター」の役割を担う民間団体の育成・支援などに取り組みま

す。 

ウ）生物多様性の保全のための人材の育成 

   ○ 生物多様性は、地域の自然的社会的条件に応じて保全されることが重要であることから、本県に生

息する貴重な動植物を調査研究できる人材、生物多様性の保全に関し指導的役割を担う人材を育成す

るため、「かがわナチュラルリサーチャー養成塾（仮称）」の平成29年度の開講を目指します。 

 

4-1 生物多様性の保全 4-1-1 各主体の連携による取組みの推進 

4-1-2 希少野生生物の保護 

4-1-3 野生鳥獣の保護管理 
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4-1-2 希少野生生物の保護 

ア）レッドデータブックの見直し 

○ 生育・生息地や数が減少している希少な野生生物については、香川県レッドデータブックの見直し

により現状の把握に努めるとともに、個体群の保護増殖を目的とした保護活動の実施や、普及啓発事

業の充実に努めます。 

イ）指定希少野生生物の保護 

○ 希少野生生物のうち、特に保護を図る必要がある種については、「香川県希少野生生物の保護に関す  

る条例」に基づき、「指定希少野生生物」に指定して、保護増殖や生育・生息地等の保全などの保護事

業を実施します。 

4-1-3 野生鳥獣の保護管理 

ア）愛鳥週間等による普及啓発活動の推進 

○ 自然環境の重要な構成要素の一つである野生鳥獣について、愛鳥週間等を通し、その保護の重要性

について県民の理解を得るための普及啓発に取り組みます。 

イ）野生鳥獣保護センターの活動の推進 

○ 野生鳥獣保護センターにおいて、傷病鳥獣の保護や野生復帰に取り組むとともに、鳥獣保護思想の

普及啓発に努めます。 

ウ） 野生鳥獣の生息環境の保全と狩猟の適正化 

○ 鳥獣保護管理事業計画に基づき、野生鳥獣の保護や適正管理のため、鳥獣保護区や休猟区、特定猟

具使用禁止区域等を指定するとともに、鳥獣保護管理員による巡視等を行い、野生鳥獣の生息環境の

保全と狩猟の適正化を図ります。 

 

 関連計画                                              

 

   ○香川県第11次鳥獣保護管理事業計画 

    （鳥獣の個体数管理や生息環境管理、農林水産業・生態系への被害の防止といった鳥獣の保護管理に関

する総合的な計画） 

 

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

生物多様性に関する県民の認知度 

（県政モニターアンケートで「生物多様性」を

「知っている」と回答した人の割合） 

％ 20 40 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 野外で活動する時は、マナーを守り、野生生物の生息・生育環境に配慮しながら行動す

る。 

� 飼育しているペットを野外に捨てない。 

� 希少野生生物の生息・生育情報を行政※に提供する。 

� 傷ついた野鳥等を見つけた場合は、保護収容施設に搬送するなど、救護に協力する。 

� 地域で行われる里山保全活動や水辺の保全活動など、自然保護活動に参加する。 
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事 業 者 

� 開発事業において、自然への影響が少ない工法を採用したり自然環境を復元するなど、 

野生生物の生息・生育環境に配慮する。 

� 事業場等の敷地を活用して緑化やビオトープの創出を行う。 

� 地域で行われる里山保全活動や水辺の保全活動など、自然保護活動に参加する。 

民間団体 

� 自然保護運動など率先して環境の保全に取り組むとともに、地域住民の自然保護意識を 

高めるための啓発活動を実施する。 

� 野生生物の生息・生育状況などの調査や情報提供に協力する。 

 

  ※【香川県希少野生生物種の生息・生育情報】 

    （土日、祝日を除く） 

  電話：０８７－８３２－３２１２（みどり保全課） 

【けがや病気などで弱っている野生鳥獣の保護】 

 （土日、祝日を除く） 

  電話：０８７－８３２－３２１２（みどり保全課） 

電話：０８７－８４９－０４０２（財団法人かがわ水とみどりの財団） 
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4－2 有害鳥獣対策と外来種対策の推進 

 

 現状と課題                                             

 

○ イノシシやニホンザルなどの野生鳥獣による農作物被害は、平成22年度に平成21年度の倍近くに増え、

その後高止まりしています。また、住居集合地域へのイノシシ等の出没件数は、平成26年度に大幅に増加

するとともに、人身被害も発生しています。 

○ 平成 26 年 5 月に鳥獣保護法が改正され、増えすぎて自然生態系への影響及び農林水産業被害が深刻化

している野生鳥獣を、適正な個体数、生息範囲に縮小させる「管理」が法律の題名に加えられるとともに、

県が主体となって捕獲を実施する「指定管理鳥獣捕獲等事業」が創設されました。 

○ 市町主体による有害鳥獣捕獲や侵入防止柵の設置等による有害鳥獣を寄せつけない環境づくりに加え、

住居集合地域の周辺や島しょ部など捕獲が困難な地域において、県が主体となって個体数調整を行うとと

もに、若手狩猟者の確保を図るなど、有害鳥獣対策を拡充し、実施することが必要です。 

○ アライグマやセアカゴケグモなどの「侵略的外来種」の分布域の拡大により、農業被害や生活環境被害

が増加していることから、平成27年3月に国が策定した「外来種被害防止行動計画」に基づき、本県に侵

入している「侵略的外来種」のリストを作成するとともに、優先度の高い特定外来生物については早期に

防除を推進していくことが必要です。 

 

図4-1 イノシシの捕獲数の推移（香川県） 

 

 

  図4-2 アライグマの捕獲数の推移（香川県） 
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 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

4-2-1 有害鳥獣対策の拡充 

ア）有害鳥獣対策の推進 

○ 野生鳥獣による農林水産業や生活環境への被害に総合的に対処するため、有害鳥獣捕獲や侵入防止

対策を引き続き推進するとともに、住居集合地域等に出没するイノシシや生息範囲が拡大しているニ

ホンザルとニホンジカについて、県捕獲隊を結成し、市町と役割分担して県捕獲隊による積極的な捕

獲を実施します。 

イ）鳥獣被害に強い地域づくりと人材育成 

○ 将来にわたって野生鳥獣対策を実践する担い手を確保するため、若手狩猟者や地域で中心的な役割

を担うリーダーの育成を図ります。 

○ 地域ぐるみの野生鳥獣の侵入防止の推進や市町が行う有害鳥獣捕獲への支援など、総合的な被害防

止対策を図ります。 

ウ）捕獲個体の資源化の推進 

○ 捕獲活動の円滑化を図るため、捕獲個体の資源化を促進します。 

4-2-2 特定外来生物の防除 

  ア）特定外来生物の防除の推進 

   ○ 外来生物法に基づきアライグマやヌートリアなど特定外来生物の防除を計画的に行う市町に対して

支援するなど、特定外来生物による地域の生態系や農作物等への影響を防止・緩和するための対策を

推進します。 

  イ）新たな特定外来生物の侵入の防止と早期対策 

   ○ 新たな特定外来生物が県内に侵入することを防止するため、国及び市町、民間団体等と連携し、情

報収集及び監視に努め、早期発見・早期防除に努めます。また、定着が確認された場合には、すみやか

にその段階を調査するとともに、関係機関等と連携し、集中的な防除に努めます。 

4-2-3 外来種対策の推進と普及啓発 

  ア）「侵略的外来種」リストの作成 

   ○ 平成27年3月に策定された「外来種被害防止行動計画」に基づき、県内の「侵略的外来種」の生息

状況や生態的特性、その影響等を明らかにします。 

  イ）優先度を踏まえた外来種対策と普及啓発 

   ○ 「侵略的外来種」リストに掲載された外来種を対象に、対策の優先度（対策の必要性と実効性から

評価）を踏まえ、国及び市町、民間団体等と連携し、適切な防除と普及啓発に取り組みます。 

 

 関連計画                                              

  ○香川県第11次鳥獣保護管理事業計画 

   （鳥獣の個体数管理や生息環境管理、農林水産業・生態系への被害の防止といった鳥獣の保護管理に関す 

る総合的な計画） 

 

4-2 有害鳥獣対策と外来種対策の推進 4-2-1 有害鳥獣対策の拡充 

4-2-2 特定外来生物の防除 

4-2-3 外来種対策の推進と普及啓発 
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○香川県農業・農村基本計画 

   （農業・農村の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する基本計画） 

  ○香川県イノシシ第二種特定鳥獣管理計画 

   （イノシシの個体群を適正に管理し、農業被害及び生活環境被害の防止を図る計画） 

  ○香川県ニホンジカ第二種特定鳥獣管理計画 

   （ニホンジカの個体群を適正に管理し、農業被害及び森林植生への被害の防止を図る計画） 

  ○香川県ニホンザル第二種特定鳥獣管理計画 

   （ニホンザルの個体群を適正に保護・管理し、農業被害及び生活環境被害の防止を図る計画） 

 

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

ニホンジカの生息頭数 頭 4,000（H25） 1,800 

特に加害レベルの高いニホンザルの群れ 群 10（H25） 0（H29） 

狩猟免許所持者数 人 1,892 2,500 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 地域住民が一体となって、生ごみや未収穫作物等の適切な管理や追い払いの徹底など、

鳥獣を誘引しない環境づくりに努める。 

� 生態系などへの悪影響を及ぼすおそれのある外来種を日本に持ち込まない。 

� 飼育しているペットを野外に捨てない。 

� ブラックバス、ブルーギルなど野外で繁殖している外来種を他の地域に拡げない。 

事 業 者 

� 経済活動を行う事業者は、外来種被害予防三原則（入れない・捨てない・拡げない）を

遵守し、外来種問題を発生・悪化させないように努める。 

� 農地等での有害鳥獣の追い払いや侵入防止柵など被害予防対策を実施する。 

� イノシシ等による農林水産業等への被害対策としてわな猟免許を取得するなど、防除対

策を実施する。 

民間団体 

� 地域住民と一体となって、又は支援して、生ごみや未収穫作物等の適切な管理や追い払

いの徹底など、鳥獣を誘引しない環境づくりに努める。 

� 野生生物や地域の生態系の保全に取り組むとともに、外来生物の防除や外来種被害予防

３原則に基づいた普及啓発活動を実施する。 
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4－3 農地等の保全と持続的活用 

 

 現状と課題                                            

 

○ 農村地域は、農業生産活動を通じて、美しい自然環境や伝統文化の保全・継承、洪水の防止や水源

のかん養など、多面的機能を有しています。 

○ しかし、農業従事者の減少や高齢化、さらにはイノシシやサルなどの野生鳥獣による被害などにより集

落機能が低下し、ため池や農業水利施設の保全管理が困難になってきており、耕作放棄地も増加していま

す。 

○ 農業の担い手の確保・育成や農地中間管理事業を活用した担い手への農地集積、集落営農を推進する

とともに基盤整備とも連携して利用集積を加速する必要があります。 

○ 農業者や地域住民等による水路や農道、ため池などの農業用施設の保全管理活動や農村環境の質的向

上、施設の長寿命化を図る協働活動を支援し、農業・農村の有する多面的機能の維持発揮を促進する必

要があります。 

 

  図4-3 耕地面積の推移（香川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図4-4 耕地放棄地の推移（香川県） 
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 施策の体系                                             

 

 

 

 施策の方向                                             

4-3-1 農地等の保全と持続的活用 

  ア）農業の力強い担い手と守り支える担い手の確保・育成 

   ○ 農地の有効利用の促進を図るため、ＵＩＪターン者など多様な新規就農者の就農から定着までの一

貫したサポート体制の充実・強化とともに、認定農業者の規模拡大や法人化の促進などにより、経営

感覚に優れた力強い担い手の育成を図るほか、地域を守り支える集落営農組織の設立や法人化などの

経営発展を促進し、担い手への農地集積による次世代への円滑な継承に努めます。 

イ）優良農地の確保 

   ○ 市町が策定する農業振興地域整備計画に基づき、農用地等として利用すべき区域の設定により、計

画的な農地利用を図るとともに、農地法に基づく転用許可制度の適正な運用を図り、優良農地の確保・

保全に努めます。 

  ウ）ほ場整備と農地の利用集積の推進 

   ○ 農地の耕作放棄地化を防止し、その有効利用を図るため、農地中間管理事業を活用した担い手への

農地集積を推進するとともに、基盤整備とも連携して利用集積を加速化します。 

エ）環境保全型・資源循環型農業の普及促進 

   ○ 化学肥料と農薬の使用を半分以下に抑えた特別栽培農産物への取組支援や、良質堆肥の活用や化学

肥料・化学合成農薬の使用の低減などを一体的に行うエコファーマーの認定支援、有機農業に取り組

む農業者への支援を行い、持続性の高い環境保全型農業の取組みを促進します。 

   ○ 家畜排せつ物の良質堆肥化など堆肥需要者のニーズにあった堆肥の生産・供給が図られるよう、技

術的指導や堆肥マップによる取組みを促進します。 

  オ）土地改良施設の保全整備 

   ○ 農地・農業用施設の保全のため、ほ場やため池、かんがい排水施設などの整備を図るとともに、地

域の多様な主体が参画して保全管理する取組みや、施設の長寿命化に資するストックマネジメント事

業等を推進します。 

   ○ 農業用の主水源であり、香川用水の調整や地域の憩いの場の提供など、多面的な機能を有するため

池については、水源の確保や自然環境に配慮しながら、老朽化対策や耐震化整備など総合的な防災減

災対策を積極的かつ計画的に推進します。 

  カ）農地の保全と協働活動による多面的機能の維持・発揮 

   ○ 農村地域において、農業生産活動の継続はもとより、農業者や地域住民等による水路や農道、ため

池などの農業用施設の保全管理活動や農村環境の質的向上、施設の長寿命化を図る協働活動を支援し、

農業・農村の有する多面的機能の維持発揮を促進します。 

  キ）耕作放棄地対策の促進 

   ○ 集落ごとの話合い活動を通じた集落営農組織の設立や近隣の集落営農組織への参画を促進すること

などにより、耕作放棄地発生の未然防止を図るとともに、耕作放棄地の再生・利用のための総合的な

支援により、耕作放棄地の再生（解消）を進め、再生した農地でのオリーブなどの植栽を進めるなど、

農地としての利用を促進します。 

  ク）鳥獣被害対策 

   ○ ①地域に寄せ付けない環境づくり、②捕獲奨励、③侵入防止施設の整備の 3 点セットの取組みに加

え、住民自らで組織される｢鳥獣被害対策実施隊｣の設置とその活動を支援するとともに、対策に効果

を上げているモデル的な事例を県内に波及します。 

 

4-3 農地等の保全と持続的活用 4-3-1 農地等の保全と持続的活用 
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 関連計画                                              

 

   ○香川県農業・農村基本計画 

    （農業・農村の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する基本計画） 

   ○家畜排せつ物の利用の促進を図るための香川県計画 

    （堆肥化の推進による資源の循環や畜産環境問題への対応を基本とした家畜排せつ物の利用促進計画） 

   ○香川県老朽ため池整備促進計画 

    （農業用水の安定確保や災害の未然防止を目的とした老朽ため池の計画的な整備計画） 

   

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

新規就農者数（H28～32年度の累計） 人 591(H22～26) 700 

エコファーマーの新規認定者数 

（H28～32年度の累計） 
人 33 50 

集落営農組織数（累計） 組織 225 350 

ほ場整備面積（累計） ha 7,570 7,685 

老朽ため池の全面改修整備箇所数（累計） か所 3,422 3,536 

協働活動による多面的機能の維持発揮を行う

農用地面積 
ha 13,784 16,340 

耕作放棄地解消面積（H28～32年度の累計） ha 
2,175（H26現在の

耕作放棄地面積） 
500 

野生鳥獣被害が発生している集落数 集落 372 200 

  

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 農業や漁業体験活動に参加するなど、里地里山や水辺・海辺で自然に親しむ。 

� 環境に配慮した農業で生産された農産物や、地域でとれた農産物・水産物を優先的に購 

 入する。 

� ごみのポイ捨てをしない。 

� 里地里山の保全活動や里海の保全活動、海岸や水辺の清掃活動などに参加する。 

事 業 者 

� 化学肥料や農薬を適正に使用するなど環境にやさしい農業を実践する。 

� 農地等での有害鳥獣の追い払いや侵入防止など被害予防対策を実施する。【再掲】 

� イノシシ等による農林水産物等への被害対策としてわな猟免許を取得するなど、防除対

策を実施する。【再掲】 

� 里地里山の保全活動や里海の保全活動、海岸や水辺の清掃活動などに参加する。 

民間団体 
� 自然体験や保全活動などを通じて、地域住民に自然環境の保全を呼びかける。 

� 地産地消を推進する。 
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第５節 安全で安心して暮らせる、快適な生活環境の保全  

 

5－1 大気環境の保全 

 

 現状と課題                                             

 

○ 本県の大気環境は、公害問題が深刻化していた時代に比べてかなり改善されており、二酸化硫黄や二酸

化窒素など、ほとんどの項目について環境基準を達成していますが、光化学オキシダントや微小粒子状物

質（PM2.5)は、環境基準が未達成となっています。 

○ 光化学オキシダントやPM2.5については、広域的な大気汚染も指摘されており、県内全域で環境監視が

できるよう、小豆地域や東讃地域にも測定局を整備し、平成27年7月から運用開始するとともに、PM2.5

の注意喚起情報等を県民に直接情報を伝達できるメールサービスを同月から開始しました。 

○ 光化学オキシダントは、工場や自動車から排出される窒素酸化物や揮発性有機化合物（ＶＯＣ）が太陽

の紫外線により化学反応を起こして生成されることから、発生源からの原因物質の排出低減を進めるとと

もに、広域的な大気汚染に対応した注意報等の発令を行う必要があります。 

○ 微小粒子状物質（PM2.5)については、濃度が高くなり、国の暫定指針を超過すると予想される場合に注

意喚起を行うこととしており、平成25年度には2回注意喚起を行っています。PM2.5の発生源は多岐に

わたり、生成メカニズムが複雑で、広域的な汚染も指摘されていることから環境監視を続けていく中で、

効果的な対策を行うための知見を集積する必要があります。 

○ アスベスト（石綿）については、建材にアスベストを使用した建築物の老朽化に伴う解体が今後増加し

ていくことが見込まれることから、これらの除去工事において飛散防止対策を徹底する必要があります。 

 

図5-1 大気環境の推移（香川県） 
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※上記の大気環境は、観測開始年度からの推移を表す。                   資料：香川県環境管理課 

 

 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

5-1-1 監視の実施及び県民への情報提供 

  ア）大気環境の監視 

   ○ 県内全域の大気環境を把握するため、香川県環境保健研究センター内の中央監視局を中心とした大

気汚染常時監視システムにより、常時監視を行います。 

  イ）有害大気汚染物質の監視 

   ○ 有害大気汚染物質や大気中のアスベスト濃度の実態把握を行うため、モニタリングを実施します。 

  ウ）県民への情報提供 

   ○ 大気汚染常時監視システムで収集した結果は、ホームページで迅速に情報提供するとともに、県内

全域を対象とした光化学オキシダントの注意報やPM2.5の注意喚起情報等を、学校・社会福祉施設等

へのＦＡＸや県民向けのメール配信などの様々な方法で提供します。 

5-1-2 大気汚染物質の発生源対策の推進 

  ア）工場・事業場に対する排出規制の推進 

   ○ 大気汚染防止法や香川県生活環境の保全に関する条例、公害防止の覚書等に基づき、規制基準等を

遵守するよう、工場・事業場に対する規制・指導を徹底します。 

  イ）自動車排出ガス対策の推進 

   ○ 香川県生活環境の保全に関する条例に基づき、一定規模以上の事業者に義務付けている自動車排出

ガス対策計画の作成等により、アイドリングストップの励行や低公害車の導入などを進めます。 

 ○ 交通流の円滑化のため、都市間の連絡道路や拠点へのアクセス道路、都市内の骨格となる道路、生

活道路の整備とあいまって、新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の拡充や信号機の高度化を推進し、自

動車排出ガスの排出抑制を図ります。 

ウ）光化学オキシダント対策の推進 

 ○ 光化学オキシダント濃度が高くなる夏期には、県内全域を発令区域の対象とした迅速な注意報等が

発令できるよう監視体制を強化するとともに、原因物質であると考えられる窒素酸化物や揮発性有機

光化学オキシダントの状況の推移 有害大気汚染物質濃度の推移 

5-1 大気環境の保全 5-1-1 監視の実施及び県民への情報提供 

5-1-2 大気汚染物質の発生源対策の推進 
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化合物（ＶＯＣ）について、大気汚染防止法に基づき、工場・事業場に立入検査を実施するなど排出

基準遵守の取組みを徹底するとともに、効果的に排出削減が行われるよう、大規模な工場・事業場に

協力要請を行います。 

エ）微小粒子状物質の対策の推進 

○ 大気汚染防止法に基づき、継続的な環境監視と微小粒子状物質の成分の分析を行い、多岐にわたる

発生源へ効果的な対策が行えるよう、知見を集積していきます。 

オ）アスベストの飛散防止の推進 

 ○ アスベストの大気中への飛散を防止するため、大気汚染防止法に基づき、建築物の解体や補修作業

時における特定粉じん排出作業の監視・指導を行うとともに、香川県アスベストによる健康被害の防

止に関する条例に基づき、吹き付けアスベストを使用している既存建築物について飛散防止措置など

の指導を行います。 

 

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

大気に係る環境基準達成率 

 ・二酸化硫黄 

 ・二酸化窒素 

 ・一酸化炭素 

 ・浮遊粒子状物質 

 ・ベンゼン 

 ・トリクロロエチレン 

 ・テトラクロロエチレン 

 ・ジクロロメタン 

 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

100 

大気に係る環境基準平均超過時間 

 ・光化学オキシダント 

 

時間 

 

285（H25） 

 

改善を図る 

光化学オキシダント注意報・警報の発令回

数 
回/年 0 0 

微小粒子状物質（PM2.5）の注意喚起回数 回 0 0 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� ごみなどの野外での焼却をしない。 

� 公共交通機関や自転車などを利用し、マイカーの使用を控える。 

� 自動車を運転するときは、ふんわりアクセルやアイドリングストップなどエコ

ドライブ 

を実践する。 

� 自動車を購入するときは、電気自動車やハイブリッド車などの低公害車や低燃

費車を選 

択する。 

事 業 者 

� 大気汚染防止法等に定める基準を遵守し、工場や事業場における大気汚染物質

の排出を 

できる限り削減する。 

� 共同輸配送など環境に配慮した物流システムの構築に努める。 

� 自動車の使用をできるだけ控えるとともに、エコドライブを実践する。 
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� 電気自動車やハイブリッド車、天然ガス車などの低公害車や低燃費車の導入に

努める。 

民間団体 

� エコドライブの実践の呼びかけなど、大気環境の保全意識を高めるための啓発

活動を実 

施する。 
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5-2 水環境、土壌・地盤環境の保全 

 

 現状と課題                                             

 

○ 本県の河川や海域における水質について、カドミウム等の健康項目に関する環境基準は、すべての調査

地点で環境基準を達成していますが、生活環境項目に関する環境基準のうち、有機汚濁の指標である河川

の生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）や海域の化学的酸素要求量（ＣＯＤ）は、いずれも全国平均に比べ環

境基準の達成率が低いことから、引き続き水質汚濁の防止を図る必要があります 

○ 土壌汚染や地下水の過剰採取による地盤沈下は、被害が発生するまで認識されにくく、また、被害

が発生した場合の回復が容易でないことから、土壌汚染と地盤沈下の未然防止を図る必要があります。 

 

 

図5-2 公共用水域における環境基準（BOD・COD）達成率と赤潮発生件数の経年変化（全国・香川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              資料：香川県環境管理課 

 

図5-3 香川県の発生源別COD汚濁負荷量の割合（平成25年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：香川県環境管理課 
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図5-4 生活排水処理施設の普及状況（香川県） 

 

 

図5-5 市町別の生活排水処理施設の普及状況（平成26年度普及率順） 
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5-2-4 土壌・地盤環境の保全対策の推進 

5-2-3 水環境の保全対策の推進 

資料：香川県環境管理課 

資料：香川県環境管理課 

5-2 水環境、土壌・地盤環境の保全 5-2-1 監視の実施及び県民への情報提供 

5-2-2 水質汚濁発生源対策の推進 



 

63 

 

 施策の方向                                             

5-2-1 監視の実施及び県民への情報提供 

  ア）計画的な監視の実施 

   ○ 水質汚濁防止法に基づき、公共用水域や地下水の水質汚濁の状況を把握するため、水質測定計画を

作成し、常時監視を行います。 

  イ）水質汚濁事故時の連絡体制の整備充実 

   ○ 香川県水質異常事故取扱マニュアルに基づき、国、市町、漁業関係団体等との通報連絡体制のもと、

県内の公共用水域等において発生した水質異常事故に速やかに対処します。 

5-2-2 水質汚濁発生源対策の推進 

  ア）総量削減計画の推進 

   ○ 閉鎖性海域である瀬戸内海の水質保全対策を推進するため、総量削減計画に基づき、化学的酸素要

求量（ＣＯＤ）や窒素、りんの削減に総合的・計画的に取り組みます。 

  イ）工場・事業場に対する排水規制の推進 

   ○ 瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特定施設の設置等の許可制度を適切に運用するとともに、水

質汚濁防止法や香川県生活環境の保全に関する条例に基づき、排水基準等を遵守するよう、工場・事

業場に対する規制・指導を徹底します。 

  ウ）生活排水処理施設の整備 

○ 生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、香川県全県域生活排水処理構想に基づき、下

水道、合併処理浄化槽などの生活排水処理施設の整備を計画的に進め、汚水処理人口普及率を高める

とともに、適正な維持管理を行い、汚泥の適正処理や資源の有効利用を促進します。 

○ 浄化槽の機能が適正に維持されるよう、法定検査の制度の周知に努め、受検率の向上を図ります。 

  エ）地下水の汚染防止対策の推進 

   ○ 地下水汚染を未然に防止するため、水質汚濁防止法や香川県生活環境の保全に関する条例に基づき、

有害物質を使用している特定事業場等に対し排水基準の遵守や地下浸透の禁止について、規制・指導

を徹底します。 

   ○ 地下水の水質状況の把握に努めるとともに、汚染が発見された箇所については、飲用井戸等衛生対

策要領に基づき、井戸設置者等に衛生対策を指導します。 

  オ）農畜水産業における水質汚濁負荷低減対策の推進 

   ○ 農業からの水質汚濁負荷を低減するため、適切な施肥および肥効調節型肥料や有機質肥料の利用、

局所施肥技術など化学肥料の施用低減につながる効果的な施肥方法について指導するとともに、エコ

ファーマーの認定支援など環境に配慮した農業を推進します。 

   ○ 畜産業からの水質汚濁負荷を低減するため、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用に関する法律に

基づく家畜排せつ物の処理・保管施設の管理基準等の遵守や適切な堆肥化を指導します。 

○ 魚類養殖業からの水質汚濁負荷を低減するため、適正な給餌方法等の指導を推進します。 

  カ）開発事業等に係る排水対策の推進 

   ○ 開発事業等の実施に当たり、工事中の土砂や濁水の流出防止を図るため、環境影響評価制度やみど

り豊かでうるおいのある県土づくり条例に基づく事前協議等による沈砂池の設置や森林の残置、施工

時期の配慮など、水質汚濁未然防止対策を推進します。 

5-2-3 水環境の保全対策の推進 

  ア）瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画の推進〔再掲〕 

   ○ 瀬戸内海の環境の保全に関する香川県計画に基づき、沿岸域の環境の保全・再生・創出、水質の保

全及び管理、自然景観及び文化的景観の保全、水産資源の持続的な利用の確保に努めます。 
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イ）香の川創生事業の促進 

   ○ ふるさと香川の水環境をみんなで守り育てる条例に基づき、住民・市町等と協働して、水質改善、

水生生物の保全、水辺の美化活動などの事業を促進します。 

  ウ）水道水源の保全 

 ○ 安全な水の確保を図るため、水源付近の汚染源の把握に努めるとともに、水道原水水質保全事業の

実施の促進に関する法律に基づく水道事業者からの要請を受け、水道原水の水質の汚濁に関係がある

と認められる区域の保全対策を講じます。 

エ）ため池の水質改善の促進 

   ○ 市町や土地改良区などため池の管理者に対し、水質改善の重要性の意識啓発を行うとともに、堆積

土の浚渫や池干しの取組みを促進します。 

5-2-4 土壌・地盤環境の保全対策の推進 

  ア）土壌汚染防止対策の推進 

   ○ 一定規模以上の土地の形質変更時等において、土壌汚染が判明した場合には、土地の所有者等に対

して汚染の除去等の適切な措置を行うよう指導します。 

   ○ 農用地の適切な保全と有効利用のため、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に基づき、農用地

の土壌の重金属含有量の定点調査を行うとともに、汚染のおそれのある場合は、適宜土壌分析を行い、

汚染防止に努めます。 

  イ）地盤環境の保全対策の推進 

○ 地下水の過剰な採取による塩水化や地盤沈下などの地下水障害を防止し、地下水の適正かつ合理的

な利用を推進するため、地下水位の観測を行うとともに、香川県生活環境の保全に関する条例に基づ

き、継続的に地下水を採取する揚水施設の把握に努めます。 

 

 関連計画                                              

 

   ○水質測定計画 

    （公共用水域や地下水の水質汚濁状況を常時監視するため、測定すべき事項や測定の地点、その他必要

な事項を定める計画） 

   ○水質総量削減計画 

    （閉鎖性海域である瀬戸内海の水質環境基準の確保を目的に、流入する汚濁負荷量の総量を一定量以下

に削減する対策を総合的に推進する計画で、第８次水質総量削減計画を平成２８年度に策定予定） 

   ○香川県全県域生活排水処理構想 

    （下水道、農業・漁業集落排水施設、合併処理浄化槽などの生活排水処理施設の整備を推進する計画） 

   ○香川県水環境保全計画 

    （水環境を水質・水量・水生生物・水辺空間・水文化の5つの視点から捉え、県民・事業者・行政が協

力して優れた水環境を保全・創出するための総合的な施策を推進する計画） 

   ○瀬戸内海の環境保全に関する香川県計画 

    （瀬戸内海の環境保全に関し実施すべき施策を定めた計画） 

   ○香川県農業・農村基本計画 

    （農業・農村の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する基本計画） 

   ○香川県水産業基本計画 

    （水産業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する基本計画） 

   ○家畜排せつ物の利用の促進を図るための香川県計画 

    （堆肥化の推進による資源の循環や畜産環境問題への対応を基本とした家畜排せつ物の利用促進計画） 
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 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

公共用水域に係る環境基準達成率 

 ・健康項目 

 ・生活環境項目（河川BOD） 

 ・生活環境項目（海域COD） 

 

％ 

％ 

％ 

 

100（H25） 

63（H25） 

43（H25） 

 

100 

100 

100 

水質汚濁物質の発生負荷量 

 ・ＣＯＤ 

 ・窒素 

 ・りん 

 

ｔ/日 

ｔ/日 

ｔ/日 

 

25（H25） 

29（H25） 

1.6（H25） 

 

第8次水質総量削減

計画における目標

値 

汚水処理人口普及率 ％ 73.4 80 

下水道の普及率 ％ 43.8 47.1 

農業集落排水施設の普及率 ％ 1.7 2.1 

合併処理浄化槽の普及率 ％ 27.7 30.6 

土壌（農地）の環境基準達成率 ％ 100 100 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 使用済みの油を流さない、洗剤などの過剰使用をしないなど、家庭でできる生活排水対

策を実行する。 

� 下水道への接続や単独浄化槽等から合併処理浄化槽への切替えなど、地域の実情に応じ

た生活排水処理施設の整備等を行う。 

� 保守点検や清掃など浄化槽の適切な維持管理を行う。 

� 河川や海岸の清掃活動など地域で行われる環境美化、環境保全活動に参加する。 

� 家庭菜園や庭などでの肥料や農薬の過剰使用を控える。 

事 業 者 

� 水質汚濁防止法等に定める基準を遵守し、工場や事業場における水質汚濁物質の排出を

できる限り削減する。 

� 保守点検や清掃など浄化槽の適切な維持管理を行う。 

� ため池の池干しを行う。 

� 雨水や下水処理水など雑用水の利用に努め、水の使用量を減らす。 

� 土壌汚染の未然防止のため、原材料や廃棄物などを適正に管理する。 

� 化学肥料や農薬を適正に使用するなど環境に配慮した農業を実践する。【再掲】 

� 河川や海岸の清掃活動など地域で行われる環境美化、環境保全活動に参加する。 

民間団体 

� 河川や海岸の清掃活動など地域で行われる環境美化、環境保全活動を通じて、自然環境

の保全や雨水の地下浸透による地下水涵養の大切さを呼びかける。 

� 肥料の適正使用を呼びかける。 
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5-3 騒音・振動・悪臭・化学物質対策などの推進 

 

 現状と課題                                             

 

○ 騒音・振動・悪臭は、私たちの日常生活の快適さを損なうことで問題となることが多く、感覚公害と呼

ばれ、その発生源も多種多様で、行政機関に寄せられる公害苦情の４分の1程度を占めています。 

○ 騒音規制法・振動規制法・悪臭防止法に基づく規制地域は、市の区域は市が、町の区域は県が指定し、

市町が工場・事業場、建設作業等規制対象の監視・指導を行っており、県民の快適な生活環境を守るため、

市町と連携して取り組む必要があります。 

○ 我々の生活や事業活動からは、様々な化学物質が環境に排出されており、生活環境や人へ影響を与える

おそれのあるものもあることから、県内の排出状況を把握し、排出抑制、管理の徹底を図るとともに県民

に対し、化学物質に関する正しい情報をわかりやすく提供する必要があります。また、ダイオキシン特別

措置法に基づくダイオキシン類対策とともに、大気への水銀の排出の規制を定めた大気汚染防止法の施行

に合わせた取組みを行う必要があります。 

○ モニタリングポストによる大気中の放射線量の常時測定や水道水や降下物等に含まれる放射性物質の

測定を継続するとともに、測定結果を公表し、県民の放射能に対する不安解消に努める必要があります。 

 

 

図5-6 公害苦情の受理件数と種類別構成比の推移（香川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：香川県環境管理課 

 

 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆大気汚染 ■水質汚濁 ◇土壌汚染 ×騒音 ○振動 ●地盤沈下 ＋悪臭 △典型７公害以外の公害 

5-3 騒音・振動・悪臭・化学物質対策などの推進 5-3-1 騒音・振動・悪臭防止対策の推進 

5-3-2 化学物質対策などの推進 
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 施策の方向                                             

5-3-1 騒音・振動・悪臭防止対策の推進 

  ア）騒音・振動対策の推進 

   ○ 騒音規制法や振動規制法に基づき、町の意見を聞きながら必要に応じて適切に騒音・振動規制地域

の見直し（拡大）を行うとともに、市町に対して、騒音・振動防止対策に関する技術的助言に努めま

す。 

   ○ 香川県生活環境の保全に関する条例に基づき、航空機による宣伝やカラオケなど騒音規制法の対象

外の日常騒音を規制します。 

   ○ 自動車による交通騒音を監視するため、幹線交通道路に面する地域の面的評価を行うとともに、高

松空港周辺地域における航空機騒音調査や本州四国連絡橋の鉄道騒音調査を実施し、必要に応じ関係

機関への騒音低減対策の要請等を行います。 

  イ）悪臭防止対策の推進 

   ○ 悪臭防止法に基づき、町の意見を聞きながら必要に応じて、適切に悪臭規制地域の見直し(拡大)を

行うとともに、市町に対して、悪臭対策に関する技術的助言に努めます。 

   ○ 畜産業からの悪臭防止のため、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用に関する法律に基づく家畜排

せつ物の処理・保管施設の管理基準等の遵守を指導します。 

5-3-2 化学物質対策などの推進 

  ア）化学物質の使用実態の把握と適正管理の推進 

   ○ 化学物質を取り扱う事業者の自主的な管理の改善が促進されるよう、特定化学物質の環境への排出

量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律のPRTR制度に基づき、環境中への化学物質の排出量や

移動量を公表し、化学物質の適正管理を促進します。 

   ○ 化学物質による環境汚染の実態を把握するため、環境省委託事業である化学物質環境実態調査を実

施します。 

  イ）化学物質（農薬）の安全管理、安全使用の推進 

   ○ 農薬による環境への汚染防止を図るため、農薬販売業者や生産者に対する立入検査、講習会等を通

じて指導します。 

   ○ 香川県ゴルフ場農薬安全使用指導要綱や香川県ゴルフ場農薬安全使用指針に基づき、事業者のゴル

フ場における農薬使用の指導を徹底します。 

  ウ）ダイオキシン類対策の推進 

   ○ ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、香川県ダイオキシン類環境監視計画を定め、大気、河川

と海域の水質と底質、発生源周辺の土壌調査を実施するとともに、工場・事業場について排出ガス・排

出水及び燃焼灰その他の燃え殻中に含まれるダイオキシン類の汚染状態の監視と指導等を行い、排出

の削減に努めます。 

  エ）環境放射能対策の推進 

   ○ 環境放射能の常時監視を引き続き行うとともに、その結果を公表します。また、原子力発電所等に

おける災害が発生した際には、原子力発電所等における放射能災害発生時の対応方針に基づき、放射

能調査の充実を図ります。 

 

 関連計画                                              

 

   ○家畜排せつ物の利用の促進を図るための香川県計画 

    （堆肥化の推進による資源の循環や畜産環境問題への対応を基本とした家畜排せつ物の利用促進計画） 
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 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

騒音に係る環境基準達成率 

 ・一般地域 

 ・道路に面する地域 

 ・航空機騒音 

 

％ 

％ 

％ 

 

100（H25） 

98.7（H25） 

100 （H25） 

 

100 

100 

100 

振動苦情件数 件 3 減少 

悪臭苦情件数 件 55 減少 

ダイオキシン類の環境基準達成率 

 ・大気汚染に係る環境基準達成率 

 ・水質汚濁に係る環境基準達成率 

 ・水底の底質汚染に係る環境基準達成率 

 ・土壌汚染に係る環境基準達成率 

 

％ 

％ 

％ 

％ 

 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

100（H25） 

 

100 

100 

100 

100 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� ピアノ、ペットの鳴き声など日常生活から出る音が、近隣への騒音とならないよう配慮 

 する。 

� 自動車を運転するときは、急発進・急加速をしないなど騒音をみだりに発生させない。 

� 悪臭の発生源となるごみなどを野外で焼却しない。 

事 業 者 

� 騒音規制法等に定める規制基準を遵守し、騒音、振動、悪臭の発生をできる限り防止す

る。 

� 建設作業時や工場・事業場で使用する機械について、低騒音、低振動型機械等を導入す

るなど、騒音や振動の発生の低減に努める。 

� 家畜排せつ物に起因する悪臭を防止するため、これを適正に処理する。 

民間団体 � 近隣騒音への配慮など社会生活のマナーを呼びかける。 
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5-4 うるおいのある快適な地域づくり 

 

 現状と課題                                             

 

○ 都市公園、森林公園、神社林、田園など身近な緑や水辺は、地域住民にうるおいとやすらぎを与える場とし

てだけでなく、野生生物の生息・生育の場にもなっています。特に河川や海岸、ため池などは、自然環境との

調和に配慮した利用や整備が求められています。 

○ 地域の生活環境を快適なものにするために、農村景観や歴史的・文化的景観、街並みなどを地域住民ととも

に整備・保全し、良好な景観を維持・形成していく必要があります。 

○ 本県には、豊かな自然と風土に育まれてきた地域独自の伝統文化、自然物など多くの歴史的・文化的資源が

あることから、これらを保全・継承し、それらの価値の積極的な活用を図っていく必要があります。 

○ 人口減少の進行等により土地利用効率の低下が懸念される中、地域の特性に配慮して、健康で文化的な生活

環境の確保と県土の均衡ある発展を図ることを基本理念として、引き続き総合的かつ計画的に県土の効率的な

利用を推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：香川県生涯学習・文化財課 

 

 施策の体系                                             

 

 

 

 

 

 

 

 施策の方向                                             

5-4-1 景観、自然に配慮した快適空間の充実 

  ア）水辺空間の形成 

   ○ 河川の整備に当たっては、治水対策とあわせ、自然石や魚巣ブロックを使った親水護岸の整備など、

野生生物の生息・生育環境に配慮した多自然川づくりを進め、河川環境の保全・創出に努めます。 

   ○ 海岸の整備に当たっては、防災対策とあわせ、海岸が本来有する生物の生息・生育環境にも配慮し

たうるおいのある水辺空間の保全・創出に努めます。 

5-4 うるおいのある快適な地域づくり 5-4-1 景観、自然に配慮した快適空間の充実 

5-4-2 歴史的・文化的環境の保全と活用 

5-4-3 適正な土地利用の調整 

表5-1　文化財の指定件数（香川県）
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  イ）緑地等の整備や緑化の推進 

   ○ 快適な生活環境の創造を図るため、住民の憩いの場や震災時の復旧拠点として機能するなど安全で

安心できる港湾緑地の整備を行うとともに、沿道における良好な生活環境の確保のため、緑化整備が

必要な道路については、植樹帯の整備を進めます。 

  ウ）都市公園の整備と保全 

   ○ 都市公園の整備に当たっては、地域の文化・スポーツレクリエーションといった地域住民の憩いの

場として、その目的に応じた整備を図ります。また、既存公園についても適切な維持管理を行い、公園

内におけるみどりの保全など緑地の確保を図ります。 

  エ）森林公園等の整備・管理 

   ○ 県民が安全に安心して利用できるよう、施設の充実を図るとともに、適切な維持管理を行い、年間

を通した施設の利用促進などに努めます。 

オ）良好な景観の形成 

   ○ 景観法の基本理念の下、良好な景観形成に努めるとともに、県民の景観意識の向上と市町の景観計

画の策定を促進します。 

   ○ 風致地区内における建築等の規制に関する条例に基づき、風致地区内の建築、宅地造成等の行為を

規制し、都市における良好な自然的景観を形成している土地の風致の維持・保全を図ります。 

   ○ 良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害防止のため、香川県屋外広告物条例等に基づき、

屋外広告物、屋外広告業に対する規制等必要な措置を講じます。 

   ○ 都市景観の向上や安全で快適な通行空間を確保するため、無電柱化（電線類の地中化）の整備を推

進します。 

   ○ 調和のとれた良好な市街地環境の形成のため、土地区画整理事業・市街地再開発事業を促進します。 

   ○ 農村の生活環境の向上や農村の自然や美しい景観を保全し、将来の世代へ継承するため、環境や景

観に配慮した農村整備に取り組みます。 

  カ）環境保全・環境美化活動の促進 

   ○ 地域の自治会や学校、企業、ボランティアなどの団体が、日頃利用する身近な道路を主体的に維持

管理する取組みが広く展開されるよう、道路の美化清掃や緑化活動を支援する「香川さわやかロード

事業」を推進します。 

5-4-2 歴史的・文化的環境の保全と活用 

  ア）文化財の保存と活用 

   ○ 歴史的風土を構成する史跡・名勝・天然記念物等の文化財の保存整備を図り、優れた文化遺産に接

し、親しみ、利用できる環境を整えます。 

○ 有形・無形文化財、民俗文化財、記念物、伝統的建造物群のうち、歴史的な価値を有するものを文化

財として指定または登録し、その保存と活用を図ります。 

   ○ 地域の歴史や文化の解明に重要な価値を有する埋蔵文化財について、分布調査や発掘調査を実施す

るなど保存に必要なデータの収集に努めます。 

  イ）文化財の保護に関する啓発活動の推進 

   ○ 文化施設等での文化財の公開を積極的に行い、県民がその価値を認識するとともに、学校教育や生

涯学習において文化財を通して地域の歴史や文化を学ぶ機会の充実を図ります。 

  ウ）四国八十八箇所霊場と遍路道の世界遺産登録 

   ○ 「四国八十八箇所霊場と遍路道」の世界遺産登録に向け、札所寺院や遍路道の調査研究など登録に

必要な取組みを推進します。 

 5-4-3 適正な土地利用の調整 

   ○ 土地の有効利用の促進と環境に配慮した土地利用を図るため、香川県土地利用基本計画による総合

調整機能を経ながら、土地利用に関する諸計画の適切な運用に努めます。 
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   ○ 開発行為などの土地利用転換は、環境への影響も含めて容易に復元しないことに留意し、森林法や

都市計画法、農地法、みどり豊かでうるおいのある県土づくり条例などを適切に運用し、環境に配慮

した土地利用の確保を図ります。 

 

 関連計画                                              

 

  ○香川県土地利用基本計画 

（香川県の区域において、土地利用に関する諸法律の枠を超えて、土地利用の基本的な方向付けを行

い、総合調整機能を果たすもので、直接的には国土利用計画法に基づく土地取引規制、間接的には諸

法律に基づく開発行為の規制等に関する措置を行うに当たっての基本となる計画） 

 

 環境指標                                              

 

項  目 単位 現況【H26年度】 目標【H32年度】 

県民がふれあうことのできるみどりの面積※ ha 1,848（H25） 1,920 

リフレッシュ「香の川」パートナーシップ協定

締結団体数 
団体 89 99 

香川さわやかロード参加団体数 団体 140 140 

国県指定の文化財数（平成28～32年度の累計） 件 8（H22～26） 10 

四国八十八箇所霊場と遍路道の世界遺産登録

に向けての札所寺院及び遍路道の保護措置数 

（累計） 

か所 6 10 

 ※ 都市公園や港湾緑地、森林公園の「みどり」と、フォレストマッチングや里山オーナー制度、森林ボラン

ティア等の活動する「森林」を合わせたもの 

 

 各主体の取組方向                                          

 

 わたしたちにできること 

県  民 

� 庭やベランダなどの緑化を実施する。 

� 都市公園や親水公園などに足を運び、地域の緑や水辺に親しむ。 

� 公園などを利用する際にはごみを持ち帰るなど、地域のルールとマナーを守る。 

� 身近な公園や水辺などで行われる自然観察会や環境美化、環境保全活動に参加する。 

� 四国八十八箇所霊場と遍路道など、地域の歴史・文化遺産とふれあう。 

事 業 者 

� 屋上、壁面緑化など事業場の緑化に努める。 

� 広告看板等の設置に当たっては、景観に配慮した素材や色彩を使用するなど、周辺の環

境に配慮する。 

� 開発事業に当たっては、施工場所や施工内容など、地域の景観や歴史・文化遺産など周

辺の環境に配慮する。 

� 事業場周辺の清掃など地域で行う環境美化活動や環境保全活動に参加する。 

� 土地利用関係法令を遵守するとともに、効率的な土地利用や環境への配慮に努める。 

民間団体 

� 地域の環境や歴史・文化を活用したイベントの開催など、保全意識を高めるための啓発

活動を実施する。 

� 四国八十八箇所霊場と遍路道に関する調査研究など、歴史・文化遺産の保護と継承に必

要な調査などに協力する。 
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